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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。 

  

 

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 214,257 264,832 330,345 381,074 419,560

経常利益 (百万円) 65,284 89,997 124,773 150,832 179,412

当期純利益 (百万円) 39,521 57,313 75,764 90,437 106,756

純資産額 (百万円) 630,131 673,686 679,008 774,418 820,556

総資産額 (百万円) 701,654 758,650 799,575 903,409 951,664

１株当たり純資産額   2,809円21銭 3,004円04銭 3,167円70銭 3,614円17銭 3,816円91銭

１株当たり当期純利益金額   171円47銭 254円62銭 339円09銭 420円01銭 499円83銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額 

  ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 89.8 88.8 84.9 85.7 83.4

自己資本利益率 (％) 6.0 8.8 11.2 12.4 13.6

株価収益率 (倍) 30.0 25.6 19.8 27.0 21.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 48,893 62,027 72,096 100,543 125,520

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △11,110 △12,526 △28,585 △16,157 △15,021

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △86,997 △5,351 △76,324 △14,513 △95,144

現金及び現金同等物の期末
残高 

(百万円) 373,028 411,997 391,082 471,340 495,540

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］ 

(人) 
3,734 
[315]

3,788
[599]

4,369
[946]

4,560 
[1,176]

4,695
[1,273]



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。 

  

  

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 161,496 207,623 258,693 279,622 311,238

経常利益 (百万円) 49,709 72,591 104,012 116,162 133,063

当期純利益 (百万円) 29,736 44,309 64,559 72,787 82,025

資本金 (百万円) 69,014 69,014 69,014 69,014 69,014

発行済株式総数 (株) 239,508,317 239,508,317 239,508,317 239,508,317 239,508,317

純資産額 (百万円) 592,642 631,897 620,569 682,473 667,854

総資産額 (百万円) 641,155 689,344 688,712 747,435 752,668

１株当たり純資産額   2,642円03銭 2,817円64銭 2,894円94銭 3,184円80銭 3,212円25銭

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

  
21円 
(10円)

23円
(11円)

45円
(14円)

96円 
(31円)

 150円
(72.5円)

１株当たり当期純利益金額   128円81銭 196円62銭 288円73銭 337円61銭 384円04銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額 

  ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 92.4 91.7 90.1 91.3 88.7

自己資本利益率 (％) 4.8 7.2 10.3 11.2 12.1

株価収益率 (倍) 39.9 33.2 23.2 33.6 28.6

配当性向 (％) 15.8 11.6 15.6 28.4 39.1

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
1,985 
[162]

1,736
[340]

1,795
[536]

1,901 
[710]

2,021
[811]



２【沿革】 

  

 

年月 事業内容

昭和47年５月 富士通株式会社よりＮＣ部門が分離し設立、資本金20億円 

昭和49年７月 米国ゲティス社とのライセンス契約により、ＤＣサーボモータの製造販売開始 

昭和50年６月 ドイツ、シーメンス社と営業、技術に亘る相互援助契約を締結 

昭和51年11月 東京証券取引所市場第二部に上場 

昭和52年11月 日野地区に商品開発研究所を新設 

昭和52年11月 米国に現地法人FANUC AMERICA CORPORATIONを設立 

昭和53年５月 韓国貨泉機工社との共同出資により合弁会社韓国ファナック株式会社を設立 

昭和55年12月 本社地区（山梨県忍野村）にロボットおよびＮＣ工作機械製造工場を建設移転 

昭和56年５月 ファナックパートロニクス株式会社を子会社化 

昭和57年６月 米国ゼネラル モーターズ社との共同出資によりGMFanuc ROBOTICS CORPORATIONを設立 

昭和57年７月 富士通ファナック株式会社をファナック株式会社に社名変更 

昭和58年９月 東京証券取引所市場第一部に上場 

昭和59年９月 本社地区に本館、ＣＮＣ工場、産機工場、基礎研究所を建設 

昭和59年10月 東京都日野市より山梨県南都留郡忍野村へ本店を移転 

昭和59年11月 電動射出成形機を開発 

昭和61年３月 本社地区にロボット組立専用工場を建設 

昭和61年12月 米国ゼネラル エレクトリック社との共同出資により、GE Fanuc Automation Corporationを設立、

同社の子会社であるGE Fanuc Automation Americas,Inc.およびGE Fanuc Automation Europe S.A.

を順次設立 

昭和61年12月 台湾に現地法人FANUC TAIWAN LIMITEDを設立 

昭和63年４月 商品開発研究所を本社地区に移転 

平成元年５月 本社地区にレーザ研究所を開設 

平成元年12月 茨城県に筑波工場を建設 

平成３年１月 ドイツに現地法人FANUC EUROPE GmbHを設立 

平成３年７月 本社地区に中央テクニカルセンタを建設 

平成３年12月 鹿児島県に隼人工場を建設 

平成４年１月 商品開発研究所をＣＮＣ研究所、サーボ研究所、ロボット研究所、ロボマシン研究所の４研究所に

分割 

平成４年９月 合弁会社FANUC INDIA PRIVATE LIMITEDを設立 

平成４年10月 GMFanuc ROBOTICS CORPORATIONを当社全額出資の子会社とし、社名をFANUC Robotics Corporation

に改称（これに伴い、FANUC Robotics America,Inc.及びFANUC Robotics Europe S.A.を子会社

化） 

平成４年12月 合弁会社北京ファナック機電有限公司を設立 

平成９年10月 本社地区において新サーボモータ工場が稼働 

平成９年12月 合弁会社上海ファナックロボティクス有限公司を設立 

平成10年２月 韓国ファナック株式会社を子会社化 

平成10年７月 ファナックサーボ株式会社を子会社化 

平成12年４月 ファナック厚生年金基金を設立 

平成12年９月 FANUC INDIA PRIVATE LIMITEDを子会社化 

平成13年４月 ファナックレーザサービス株式会社を設立 

平成15年１月 ロシアに合弁会社ファナック三井オートメーションCIS LLCを設立 

平成15年４月 本社地区にロボット開発研究所の建屋を新たに建設 

平成15年４月 ファナックロボットサービス株式会社を設立 

平成15年４月 ファナックＤＤモータ株式会社を子会社化 

平成16年１月 本社地区にロボショット研究所の建屋を新たに建設 

平成16年１月 ヨーロッパのサービスおよびセールス（ロボマシン）の体制を再編し、サービスを統括するFANUC 

EUROPE GmbHおよびセールスを行うFANUC ROBOMACHINE EUROPE SALES GmbHを設立 

平成16年１月 ファナックＦＡサービス株式会社を設立 

平成16年12月 GE Fanuc Automation Europe S.A.を再編し、ＣＮＣシステムに関する事業会社としてGE Fanuc 

Automation CNC Europe S.A.を設立 

平成17年１月 名古屋セールス支社および名古屋サービス支社を開設 

平成17年３月 本社地区において新サーボモータ工場を新たに建設 

平成17年12月 合弁会社FANUC ROBOSHOT EUROPE GmbHを設立 



３【事業の内容】 

 当社グループは、ファクトリー オートメーション（ＦＡ）の総合的なサプライヤとして、ＣＮＣシステム（ＣＮＣシリーズ

およびサーボモータ）、レーザ、ロボット、ロボマシン（全電動式射出成形機、ＣＮＣドリル、ワイヤカット放電加工機、超精

密ナノ加工機およびそれらのシステム）など、ＣＮＣシステムの技術をベースとし、その用途も自動化による生産システムに使

用されるものの開発、製造、販売ならびに保守サービスを主な事業とする単一業種の事業活動を営んでおります。 

 単一セグメントではありますが、事業内容と当社および関係会社の当該事業にかかる位置付けは、次のとおりであります。 

  

 

区分 主要商品 主要な会社

ＦＡ部門 

ＣＮＣシリーズ、サーボモータ
（スピンドルモータ、リニアモー
タおよび同期ビルトインモータを
含む）、レーザ 

当社、GE Fanuc Automation CNC Europe S.A.、FANUC 
KOREA CORPORATION、FANUC TAIWAN LIMITED、GE Fanuc 
Automation Americas, Inc.、BEIJING-FANUC 
Mechatronics CO.,LTD、FANUC INDIA PRIVATE LIMITED、 
FANUC AMERICA CORPORATION、ファナックＦＡサービス
㈱、ファナックレーザサービス㈱、ファナックパートロニ
クス㈱、ファナックサーボ㈱、ファナックＤＤモータ㈱な
ど 

ロボット部門 ロボット 
当社、FANUC Robotics America,Inc.、FANUC Robotics 
Europe S.A.、ファナックロボットサービス㈱ 

ロボマシン部門 
全電動式射出成形機、ＣＮＣドリ
ル、ワイヤカット放電加工機、超
精密ナノ加工機 

当社、FANUC ROBOMACHINE EUROPE SALES GmbH 



 以上の当社グループについて図示すると次のとおりであります。 

  

 

  

  



４【関係会社の状況】 

(1)連結子会社 

 

名称 住所 資本金 主要な事業内容
議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

FANUC Robotics America,Inc. 
(注)１、３、９ 

米国 ミシガン州 
千米ドル
154,600 

ロボット、ロボットシス
テムの開発・製造・販
売・保守サービス 

100
当社製品の販売・保守サ
ービス 
役員の兼任あり。 

FANUC Robotics Europe S.A. 
(注)４ 

ルクセンブルグ大公国
エヒテルナハ 

千ユーロ
60,451 

ロボットシステムの開
発・販売・保守サービス
及びロボットの販売・保
守サービス 

100
当社製品の販売・保守サ
ービス 
役員の兼任あり。 

GE Fanuc Automation CNC 
Europe S.A.    (注)５、８ 

ルクセンブルグ大公国
エヒテルナハ 

千ユーロ
30,000 

ＣＮＣシステム、レーザ
の販売・保守サービス 

10
(注)８ 

当社製品の販売・保守サ
ービス 
役員の兼任あり。 

FANUC KOREA CORPORATION 韓国 慶尚南道 
百万ウォン

32,364 

ロボットシステム、ＣＮ
Ｃドリル、ワイヤカット
放電加工機の製造・販
売・保守サービス及びＣ
ＮＣシステム、レーザ、
ロボット、全電動式射出
成形機の販売・保守サー
ビス 

88
当社製品の製造・販売・
保守サービス 
役員の兼任あり。 

FANUC TAIWAN LIMITED 台湾 台中市 
百万新台湾ドル

1,396 
ＣＮＣシステム、レーザ
の販売・保守サービス 

100
当社製品の販売・保守サ
ービス 
役員の兼任あり。 

FANUC AMERICA CORPORATION 米国 イリノイ州 
千米ドル

2,700 
ＣＮＣシステム、レーザ
の保守サービス 

100
当社製品の保守サービス
役員の兼任あり。 

FANUC EUROPE GmbH   (注)６ 
ドイツ バーデンブル
テンブルグ州 

千ユーロ
4,375 

ヨーロッパサービス会社
の技術及び管理支援 

100
当社製品の保守サービス
会社の技術及び管理支援 
役員の兼任あり。 

FANUC ROBOMACHINE EUROPE 
SALES GmbH      (注)７ 

ドイツ バーデンブル
テンブルグ州 

千ユーロ
15,135 

ＣＮＣドリル、ワイヤカ
ット放電加工機の販売 

100
当社製品の販売 
役員の兼任あり。 

FANUC INDIA PRIVATE LIMITED インド カルナタカ州 
百万ルピー

290 

ＣＮＣシステムの製造・
販売・保守サービス、ロ
ボット、全電動式射出成
形機、ＣＮＣドリル、ワ
イヤカット放電加工機の
販売・保守サービス、及
びレーザの保守サービス 

90
当社製品の製造・販売・
保守サービス 
役員の兼任あり。 

ファナックＦＡサービス 
株式会社 

東京都日野市 
百万円

450 
ＣＮＣシステムの保守サ
ービス 

100
当社製品の保守サービス
役員の兼任あり。 

ファナックロボットサービス 
株式会社 

東京都日野市 
百万円

400 

ロボット、全電動式射出
成形機、ＣＮＣドリル、
ワイヤカット放電加工機
の保守サービス 

100
当社製品の保守サービス
役員の兼任あり。 

ファナックレーザサービス 
株式会社 

東京都日野市 
百万円

46 
レーザの保守サービス 100

当社製品の保守サービス
役員の兼任あり。 

ファナックパートロニクス 
株式会社 

長野県茅野市 
百万円

327 
ＣＮＣシステムの部品の
製造・販売 

80
当社製品の部品の製造 
役員の兼任あり。 

ファナックサーボ株式会社 三重県久居市 
百万円

450 
サーボモータの製造 100

当社製品の部品の製造 
役員の兼任あり。 

ファナックＤＤモータ株式会社 茨城県筑西市 
百万円

345 
同期ビルトインモータの
製造 

100
当社製品の部品の製造 
役員の兼任あり。 



 （注）１ 特定子会社であります。 

２ 有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３ FANUC Robotics America,Inc.の連結の範囲には、同社の子会社３社が含まれております。 

４ FANUC Robotics Europe S.A.の連結の範囲には、同社の子会社６社が含まれております。 

５ GE Fanuc Automation CNC Europe S.A.の連結の範囲には、同社の子会社10社が含まれております。 

６ FANUC EUROPE GmbHの連結の範囲には、同社の子会社９社が含まれております。 

７ FANUC ROBOMACHINE EUROPE SALES GmbHの連結の範囲には、同社の子会社２社が含まれております。 

８ GE Fanuc Automation CNC Europe S.A.へは、当社とGeneral Electric Companyが折半で出資しております。GE Fanuc 

Automation Corporationが90％出資しておりますほか、当社が直接10％出資しております。なお、GE Fanuc Automation 

CNC Europe S.A.に対する当社の持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としておりま

す。 

９ FANUC Robotics America,Inc.については、売上高（連結会社間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が

100分の10を超えております。 

  

(2)持分法適用関連会社 

 （注） GE Fanuc Automation Americas,Inc.およびGE Fanuc Automation CNC Europe S.A.に出資しております。 

  

  

  主要な損益情報等 (1)売上高 483,094千米ドル

    (2)経常利益 39,171千米ドル

    (3)当期純利益 25,208千米ドル

    (4)純資産額 256,765千米ドル

    (5)総資産額 380,789千米ドル

名称 住所 資本金 主要な事業内容
議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

GE Fanuc Automation 
Corporation      （注） 

米国バージニア州 
千米ドル
259,400 

持株会社 50.0
当社製品の販売・保守サ
ービス会社への出資 
役員の兼任あり。 

BEIJING-FANUC Mechatronics 
CO.,LTD 

中国北京市
千米ドル
11,300 

ＣＮＣシステムの製造・販
売・保守サービス及びレー
ザ、ロボット、全電動式射
出成形機、ＣＮＣドリル、
ワイヤカット放電加工機の
販売・保守サービス 

40.0
当社製品の製造・販売・
保守サービス 
役員の兼任あり。 



５【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2)提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当事業年度の平均人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

  

(3)労働組合の状況 

労使関係について、特に記載すべき事項はありません。 

  

  平成19年３月31日現在

事業の部門別名称 従業員数（人）

ＦＡ部門 1,986［ 550］ 

ロボット部門 1,426［ 302］ 

ロボマシン部門 536［ 265］ 

その他 747［ 156］ 

合計 4,695［1,273］ 

    平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

2,021［ 811］ 40.3 17.0 9,494,280



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当期におけるわが国経済は、企業収益の改善が続き、設備投資の増加も続くなど、拡大基調で推移しました。工作機械業界の

平成18年の年間受注額は16年ぶりに過去 高を更新し、平成19年も高水準の受注が続く見通しです。 

海外におきましても、中国、韓国、台湾、インドおよび米国などで景気の拡大が続き、ヨーロッパでも景気の回復が進みまし

た。 

このような状況の中、当社単独ベースでは、6月に過去 高の月間受注高を記録するなどきわめて旺盛な設備需要に対応すべ

く、工場の増産体制の整備に全力を傾注しました。その結果、9月に過去 高の月間売上高を、また11月には過去 高の月間生産

高を達成することができました。 

研究開発におきましては、「高信頼性」を基本に、「知能化」、「超精密化」および「高機能化」を進めたより競争力の高い

商品の開発に全力を挙げ、製造におきましては、加工・組立の「自動化」、「ロボット化」をさらに推し進めました。また、研

究開発、製造、購買の各部門が一丸となってコストの削減に注力しました。 

その結果、当期の連結売上高は4,195億60百万円（対前期比10.1％増）、連結経常利益は1,794億12百万円（対前期比18.9％

増）、連結純利益は1,067億56百万円（対前期比18.0％増）と、いずれも過去 高を更新しました。 

  

なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。 

  

１ 事業の業種別セグメント 

当社グループは、ＣＮＣシステムとその応用商品を提供する企業グループとして、単一セグメントの事業を営んでおりま

すが、事業部門別の状況は以下のとおりです。 

  

〔ＦＡ部門〕 

ＣＮＣシステムの主要顧客であります工作機械業界の状況は、国内におきましては、自動車関連向けの設備投資の落ち込

みがあったものの、建設機械、電機、精密機械など幅広い機械加工分野での旺盛な設備投資と、好調な輸出とに支えられ、

高原状態で推移しました。 

海外におきましても、建設機械、航空機やエネルギー関連産業向けの需要が堅調であり、また地域別では、アジアおよび

欧州において特に伸長しました。 

以上によりまして、当社グループのＣＮＣシステムの売上は、高水準で推移しました。 

レーザにつきましては、国内、海外ともに引き続き好調で、過去 高の売上を更新しました。 

ＦＡ部門の連結売上高は2,428億90百万円（対前期比15.7％増）、全連結売上高に対する構成比は57.9％となりました。 

  

〔ロボット部門〕 

ロボットにつきましては、上期は日米欧の自動車関連産業がプロジェクトの谷間となりましたが、下期に入り需要が回復

に転じ、売上が増加してきております。また、中国やインドなどアジアの自動車関連産業向けの需要は引き続き活発でし

た。一般産業向けでは、マテハン、機械加工などで堅調に推移しました。 

ロボット部門の連結売上高は1,032億66百万円（対前期比4.6％減）、全連結売上高に対する構成比は24.6％となりまし

た。 

  

〔ロボマシン部門〕 

ロボショット（全電動式射出成形機）につきましては、上期においては、ＩＴ、電子部品、自動車部品、医療機器関係な

どに向けた販売が、国内、欧米およびアジア市場のいずれにおいても非常に好調でした。しかしながら、下期に入り、国

内、アジア市場でＩＴ、電子部品分野での需要が一段落し、受注・売上は一時的に停滞しました。 

ロボドリル（ＣＮＣドリル）・ロボカット（ワイヤカット放電加工機）につきましては、国内では、活発な設備投資に支

えられ、高水準の売上を維持することができました。またアジア市場においても、ＩＴ産業向けに売上が大幅に伸長しまし

た。 

ロボナノにつきましては、研削加工機能などの新たな機能を追加しました。光エレクトロニクス分野のみならず、半導

体、バイオ、医療分野など、部品や金型のナノ単位の精度での加工の需要は高まっており、今後が大いに期待されます。 

ロボマシン部門の連結売上高は734億4百万円（対前期比16.7％増）、全連結売上高に対する構成比は17.5％となりまし

た。 

  



２ 所在地別セグメント 

ア「日本」 

売上高は3,200億24百万円（対前期比10.5％増）、営業利益は1,292億82百万円（対前期比11.1％増）となりました。 

イ「アメリカ」 

売上高は664億54百万円（対前期比3.9％減）、営業利益は69億6百万円（対前期比20.2％増）となりました。 

ウ「ヨーロッパ」 

売上高は651億45百万円（対前期比13.9％増）、営業利益は94億41百万円（対前期比45.8％増）となりました。 

エ「アジア」 

売上高は798億3百万円（対前期比19.1％増）、営業利益は190億62百万円（対前期比29.9％増）となりました。 

  

 （注） 本有価証券報告書における売上高、受注高等の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

  

連結キャッシュ・フローは、242億円のプラスとなりました。これは主に営業活動によるキャッシュ・フローによるもので

あり、この結果、現金及び現金同等物の期末残高は4,955億40百万円となりました。 

  

（各キャッシュ・フローの状況） 

営業活動の結果得られた資金は、1,255億20百万円と、前連結会計年度に比べ249億77百万円増加しました。これは主に、税

金等調整前当期純利益から法人税等の支払額を差し引いたものです。  

投資活動の結果使用した資金は、150億21百万円であり、前連結会計年度に比べ11億36百万円減少しました。これは主に、

投資有価証券の取得の減少によるものです。 

財務活動の結果使用した資金は、951億44百万円であり、前連結会計年度に比べ806億31百万円増加しました。これは、自己

株式の取得による支出と配当金の支払額がいずれも増加したことによるものです。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注） 生産高は、標準販売価格によっております。 

  

(2）受注実績 

  

(3）販売実績 

  

 

事業の部門別名称

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（百万円） 前期比（％） 

ＦＡ部門 225,977 ＋ 18.4

ロボット部門 103,167 ＋ 2.6

ロボマシン部門 71,890 ＋ 15.5

合計 401,036 ＋ 13.4

事業の部門別名称

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（百万円） 前期比（％） 

ＦＡ部門 245,420      + 16.0 

ロボット部門 102,129      - 2.7 

ロボマシン部門 72,103      + 12.5 

合計 419,652      + 10.2 

事業の部門別名称

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（百万円） 前期比（％） 

ＦＡ部門 242,890 ＋ 15.7

ロボット部門 103,266 － 4.6

ロボマシン部門 73,404 ＋ 16.7

合計 419,560 ＋ 10.1



３【対処すべき課題】 

 今後につきましては、景気拡大は続くものの、そのペースは緩やかなものと見込まれ、銅、鉄などの購入素材の高騰や米国景

気の動向など不安材料も見受けられます。 

このような中で、当社グループは、引き続き研究所の総力を挙げて、「高信頼性」を基本に各種商品の「知能化」、「超精密

化」および「高機能化」に努め、商品競争力の強化を進めてまいります。製造におきましては、知能ロボットの導入による工場

の「ロボット化」をさらに推し進め、また、ロボットセルを追加導入するなど、積極的に設備投資を行ってまいります。また、

筑波地区にロボカット工場などを建設し、併せてロボドリルの大幅な増産体制を整えます。セールス・サービス活動におきまし

ては、これからも持続的な成長が見込まれる中国、インド、ロシアおよび南米での体制をさらに強化し、国内、欧米等の既存の

市場におきましても、新商品の投入等によりシェア拡大を図ってまいります。 

当社グループは、これらの諸施策により、今後の成長に備えてまいります。 

  

４【事業等のリスク】 

 当社グループの経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。な

お、当社グループは、これらのリスクを認識した上で、発生の回避および発生した場合の対応に努める所存です。 

 文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年６月28日）現在において当社グループが判断できたもの

であります。 

  

１ 経済状況 

 当社商品の需要は、当社グループが商品を販売している国の経済状況の影響を受けます。当社商品の需要は主として自動車

を中心とする機械工業、ＩＴ産業であり、それら産業の設備投資の影響を受けます。設備投資需要の景気変動は激しく、特に

それら産業の景気後退は、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 また、当社の競合会社が存在する国（例えばＥＵ）の通貨が下落した場合、国際市場での競合会社の価格競争力が強まるた

め、当社の業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

２ 為替レートの変動 

 当社は、製造の大部分を日本で行っている一方、販売の６割以上を海外において現地通貨建てで行っているため、一般に、

他の通貨に対する円高は、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。また、当社の連結財務諸表は円で表示さ

れているため、当社の外貨建ての資産・負債を円に換算する際、及び当社の海外子会社の財務諸表を円に換算する際、資産・

負債の評価額が為替レートにより影響を受けます。 

  

３ 新商品開発力 

 当社は、研究開発に経営の重点を置き、高品質、高性能で価格競争力のある新商品の開発を継続して行っていけると考えて

おりますが、当社グループが属する業界は技術的な進歩が極めて急速であります。従って、以下の場合には、将来の成長と収

益性を低下させ、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

① 新たに開発した商品を含め、当社商品又は技術が独自の知的財産権として保護されない場合 

② 当社が新技術ならびに業界・市場の変化を正確に予測できず、魅力ある新商品が開発できない場合 

③ 他社が画期的な新商品を開発することによって、性能、機能、価格、信頼性において当社との間に大きな差がついた場合 

  

４ 価格競争 

 当社は、ＣＮＣ・サーボモータ及びこの基幹技術を応用したロボット、ロボマシンという特定の分野に経営資源を集中し、

高い信頼性と競争力をもつ商品を開発してまいりました。これによってお客様に貢献することで、当社商品は市場において高

い評価をいただいております。 

 しかし、当社の属する業界においては、グローバルに激烈な開発競争が行われております。競合企業による今後の新製品投

入などによって、市場における競争が激しくなると、当社の商品の価格競争力を低下させ、当社グループの業績及び財務状況

に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 納期 

 お客様が希望する納期に応えられないことにより注文を失う場合には、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼ

す可能性があります。 

  

６ アライアンス、技術供与に関するリスク 

 当社グループは、競争力強化のため、合弁などの形で、多くの会社と共同で活動を行っており、引き続きこのような活動を



前向きに活用する予定です。しかし、経営、財務、その他の要因により、このような協力関係を成立または継続できない場合

や、これらの協力関係から十分な成果を得られない場合には、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性が

あります。 

 また、当社商品には、他社の許諾を受けて使用している特許や技術、ソフトウェア、商標等を前提としているものがありま

す。これらの特許等について、今後、万一当社が許容できる条件で、他社からの供与や使用許諾が受けられなくなる場合に

は、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

７ 知的財産 

 研究員の転職やコンピュータウィルス等により当社の商品等の情報が流出し、模倣商品や競合する商品、機能が出現する可

能性があります。その場合、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 また、当社は、当社商品について、他社と差別化できる技術とノウハウを蓄積しておりますが、当社商品又は技術が将来的

に他社の知的財産権を侵害しているとされる可能性があります。その場合、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及

ぼす可能性があります。 

  

８ 人材 

 当社は、優秀な技術者など、必要とする人材を採用、育成し、雇用の維持を図ることができるよう、処遇をより良くすべく

対策をとっております。しかし万一、専門分野を担当している研究員を退職等により欠くことになった場合、専門業務の遂行

ができなくなったり、開発力が低下する可能性があります。その場合、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす

可能性があります。 

  

９ 輸出管理 

 当社は、日本国及び関係会社が所在する各国の輸出管理法令を遵守し輸出管理を確実に履行するために、輸出管理社内規定

を定め、輸出管理体制を整備しております。しかし、万一、輸出管理法令への違反があった場合は、罰則の適用を受けるなど

の重大な影響があります。また、当社の直接の法令違反等ではなかったとしても、何らかの原因によって不正輸出等に結果的

に関与をした場合は、企業としての社会的責任が問われる可能性があります。また、政府による規制そのものの強化は、当社

の営業活動に制約を与える場合があります。これらに起因した事象が、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可

能性があります。 

  

10 国際マーケットに潜在するリスク 

 当社商品は、直接および間接の輸出を含めると、多くは日本国外へ納入されております。そのため、納入先の国において下

記のようなリスクが内在します。 

① 予期しない法律または規制の変更 

② 不利な政治または経済要因 

③ テロ、戦争、疫病、天災、その他の要因による社会混乱 

 これらの事象は、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

11 調達部品におけるリスク 

 当社は、商品の重要部品を当社グループ内で製造するよう努めている一方で、当社グループ内で製造していない重要部品の

製造はグループ外の他社に依存しています。市場の状況によってそれら部品の調達に不足が生じた場合、当社グループの業績

や財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 鋳物等の原材料については、世界中の供給元の中で出来るだけ品質が優れた供給元から出来るだけ低価格で調達を進める努

力をしていますが、原材料の国際的な市場における価格高騰が進んだ場合、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及

ぼす可能性があります。また原材料以外でも、使用している部品が供給先の都合によって値上げになった場合、当社グループ

の業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

12 一極集中生産による物流リスク 

 当社商品は資本財であり製造数量が圧倒的に少ないため、工場を日本国内に集中させ、そこで製造された製品を全世界に供

給することにより、効率化を図っております。 

 このため、当社工場から各市場への供給途上において何らかのトラブルが発生した場合、物流コストの増加や供給遅延によ

る売上の機会損失、損害賠償請求など、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

13 製品の欠陥等 

 当社グループは、ＩＳＯなど、世界中の工場で世界的に認められている品質管理基準に従って各種の商品を製造しておりま



すが、これらの商品について欠陥が皆無という保証はありません。また、製造物責任賠償については保険に加入しております

が、この保険が 終的に負担する賠償額を十分にカバーできるという保証はありません。大規模な事故が発生した場合には、

当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 また、当社商品に障害が発生したり障害対応が不適切だったことにより、お客様の信用を失ったり、損害賠償請求を受けた

りする場合には、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

14 災害や停電等による影響 

 地震、富士山噴火等の自然災害や、長時間にわたる停電などが発生した場合に、当社の開発、製造能力に対する影響を完全

に防止または軽減できる保証はありません。それらの事象が発生した場合、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及

ぼす可能性があります。 

  

15 労働災害、事故 

 当社では労働災害を防止すべく社員の健康・安全には十分注意を払っておりますが、発生リスクは常に存在しています。こ

うした労働災害が発生した場合、社員の死傷といった人的損害に加え、作業の一時中断・遅延等に伴う当社商品の納期遅延に

伴うお客様への補償等により、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

16 環境汚染に関するリスク 

 当社グループでは、環境負荷の低減に努めておりますが、事業活動を通じて一切の環境汚染が発生しないという保証はあり

ません。以下による環境汚染が生じた場合、浄化処理費用等の対策費用が発生し、当社グループの業績および財務状況に悪影

響を及ぼす可能性があります。 

① 当社グループの工場敷地において、今後、新たな汚染が判明した場合 

② 自然災害、火事等により当社の建物、設備が倒壊し、汚染物質が流出した場合 

③ 産業廃棄物の処理業者の違法行為により、不法投棄等の不適切な処理が行われた場合 

④ アスベストのように時間の経過、技術の進歩にしたがって問題として顕在化する環境汚染物質が今後発見された場合 

 また、環境汚染に関する規制の強化や変更は、対応コストを増加させ、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼ

す可能性があります。 

  

17 退職給付債務 

 当社グループの従業員退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待運用収益率

に基づいて算出されております。当社グループの債務の大きな部分を占める当社分については、割引率及び期待運用収益率を

ともに1.5％とし、保守的な会計方針に基づいて算出しています。しかしながら、実際の結果がこれらの前提条件と異なる場合

または前提条件が変更された場合、例えば長期金利の低下や運用利回りの悪化は、当社グループの業績および財務状況に悪影

響を及ぼす可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

  

６【研究開発活動】 

 当社は、設計・開発の段階において高品質で低コストの商品を設計しなければ、どんなに製造段階で改良を進めても競争力の

ある商品は生まれないという考え方に立ち、創業以来研究開発を常に経営の基盤としております。当社では、全社員の約３分の

１が研究開発に従事しています。 

ＣＮＣ研究所、サーボ研究所、レーザ研究所、ソフトウェア研究所、ソフトウェア開発研究所、ロボット研究所、ロボット開

発研究所、ロボショット研究所、ロボドリル研究所、ロボカット研究所、ロボナノ開発室（ロボナノ事業本部）におきまして

は、「高信頼性」という基本方針を守りつつ、「知能化」、「超精密化」および「高機能化」を進めたより競争力の高い様々な

新商品を開発し、市場に投入しました。 

また、基礎研究所では、次世代の商品に使用する要素技術など、基礎技術の研究に取り組んでいます。 

当連結会計年度の研究開発費は、170億15百万円となっております。 

当連結会計年度における部門別の新商品の主な成果は以下のとおりです。 

  

①ＦＡ部門 

ＦＡ部門では、機械加工の生産性を一層向上させるため、ＣＮＣ、サーボモータ、レーザの信頼性、性能、機能を向上させる

研究開発を続けております。 

ＣＮＣシステムにつきましては、シンプルな構成の工作機械の制御に最適な、信頼性、コストパフォーマンスに優れたＣＮＣ

（商品名ファナック シリーズ 0i／0iメイト-モデルＣ）において機種の追加および様々な機能の拡充を行い、また豊富な実績で

幅広い工作機械に対応するＣＮＣ（商品名 ファナックシリーズ 16i／18i／21i-モデルＢ）、および高度な機械の複合化に対応

するＣＮＣ（商品名 ファナックシリーズ 30i／31i／32i-モデルＡ）についても、種々の機能の追加、改良を行いました。 

サーボモータにつきましては、同期ビルトインサーボモータの高速モデルの追加、モータの予防保全のための絶縁劣化検出機

能の開発、万能ミニ知能ロボット用の小型モータの開発など、機種、機能の拡充を図りました。 

レーザにつきましては、信頼性、保守性の向上および板金加工の高速化のための機能の開発などを行いました。 

ＦＡ部門の研究開発費は、102億15百万円となりました。 

  

②ロボット部門 

ロボット部門では、ＣＮＣとサーボモータの技術を基盤に、ビジョンセンサと力センサを融合した知能ロボットの研究開発を

続けております。 

今期におきましては、厳しい工場環境下においても安心して使用できると高い評価をいただいた、人間の腕のサイズの万能ミ

ニ知能ロボット（商品名ファナック ロボット ＬＲ-メイト 200iＢ）の後継機種として、高い耐環境性をそのままに、動作性能

を大幅に強化し、軽量スリム化を実現した最新の万能ミニ知能ロボット（商品名ファナック ロボット ＬＲ-メイト 200iＣ）を

開発しました。また、食品・医薬品の物流現場におけるロボット化を促進するべく、高速・連続稼動性、清潔性、洗浄性、耐薬

品性に優れた知能化ハンドリングロボット（商品名ファナック ロボット Ｍ-430iＡ）を開発しました。さらに、様々なロボット

について知能化機能の拡充を行いました。 

ロボット部門の研究開発費は、44億44百万円となりました。 

 

相手会社名 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

シーメンス社 ドイツ 
ＣＮＣシステム、ＣＮＣ
自動プログラミング装
置、ロボット 

特許実施権の相互供与
自 昭和58年４月19日
至 平成19年12月31日 

ジーイー ファナック 
オートメーション コ
ーポレーション 

米国 
ＣＮＣ、プログラマブル
ロジック コントローラ
等 

特許権及びノウハウ実施の
相互許諾 
販売権の供与、取得 

自 昭和61年12月29日
至 平成19年12月31日 



③ロボマシン部門 

ロボマシン部門では、ＣＮＣとサーボモータを基盤に、ロボショット（全電動式射出成形機）、ロボドリル（ＣＮＣドリ

ル）、ロボカット（ワイヤカット放電加工機）、ロボナノ（超精密ナノ加工機）の研究開発を続けております。 

ロボショットにつきましては、高剛性メカニズムと最新のＣＮＣおよびサーボ技術を組み合わせ、精密成形能力が一段と向上

した次世代全電動式射出成形機（商品名ファナック ロボショット Ｓ-2000iＢシリーズ）に、型締力15トンの機種と30トンの機

種を新たに追加し、ラインアップを完成させました。 

ロボドリルにつきましては、信頼性およびコストパフォーマンスに優れた新機種（商品名ファナック ロボドリル メイト）を

開発しました。 

ロボカットにつきましては、機能の拡充などを図りました。 

ロボナノにつきましては、研削加工機能などの新たな機能を追加しました。光エレクトロニクス分野のみならず、半導体、バ

イオ、医療分野など、部品や金型のナノ単位の精度での加工の需要は高まっており、今後が大いに期待されます。 

ロボマシン部門の研究開発費は、23億56百万円となりました。 

  

［環境保護への取り組み］ 

  

企業が社会に負う責任の一つとして環境問題への対応があります。当社は、自然保存を経営方針の一つに据え、地球環境の保

全を図るため、「未来に残そう、自然と資源」をスローガンに、国際環境規格ISO14001に基づく環境マネジメントシステムを構

築し、企業活動のあらゆる面で運用し、環境保全活動の実績を中心に取りまとめた環境報告書をホームページに掲載していま

す。 

ISO14001に関しては、平成11年８月に、本社を始めとして事業所、工場、支社およびテクニカルセンタなどの、ＦＡ商品とロ

ボット商品に係る全社事業活動を登録範囲として、一括して認証を取得しました。 

当社は、環境保全活動の一つの指針として環境管理のための目標数値を設定しています。例えば中長期的環境目標として、平

成９年度を基準に平成22年度までに、電力消費量、廃プラスチック廃棄量それぞれの削減率を13%（生産高比）、60%（総量）と

設定し、全社員に部門に即した教育を行い、活動しています。平成18年度は、それぞれ、5.6%（前年度比）、70.6%（前年度比）

の削減を実現しました。 

研究開発においては商品の環境影響評価を行い、省エネルギー化、軽量化、長寿命化、部品点数の削減など、環境に配慮した

商品の開発を推進しています。また、原材料、部品として、有害化学物質を含まないなど、環境負荷の小さいものの選定に努

め、ＦＡ、ロボットおよびロボマシンにおいては既に黄色塗装の無鉛化、クロムを含まない鋳物塗装を実現しました。 

また新たに平成22年度までの数値目標を設定し、平成18年４月より活動を開始しました。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

１ 重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、日本の証券取引法の規定および日本において一般に公正妥当と認められている会計基準に

基づき作成されております。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、期末日における資産、負債および偶発債務ならびに会計期間における収益、費用に影響

を与える見積もりを必要としておりますが、実際の結果と異なる場合があります。 

 中でも連結財務諸表に与える影響が最も大きいと考えられるものは、以下の退職給付債務であります。 

（退職給付債務） 

 当社グループの従業員退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待収益率に基

づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合、その影響は累積され、

将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識される費用および計上される債務に影響を及ぼし

ます。当社グループの大きな部分を占める当社では、割引率を1.5％と保守的な値としておりますが、長期金利の低下や運用利

回りの悪化は、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

 



２ 経営成績の分析 

 当期の連結売上高は4,195億60百万円（対前期比10.1％増）、連結経常利益は1,794億12百万円（対前期比18.9％増）、連結

純利益は1,067億56百万円（対前期比18.0％増）となりました。 

 これは、わが国において、企業収益の改善が続き、設備投資の増加も続くなど、拡大基調で推移したこと、ならびに海外に

おいても中国、韓国、台湾、インドおよび米国などで景気の拡大が続き、ヨーロッパでも景気の回復が進んだという状況のな

かで、旺盛な設備需要に対応すべく、工場の増産体制の整備に全力を傾注した結果であります。そしてこのことは、研究開発

において、「高信頼性」を基本に、「知能化」、「超精密化」および「高機能化」を進めたより競争力の高い商品の開発に全

力を挙げる、また、製造において加工・組立の「ロボット化」を推進する、並びに、研究開発、製造、購買の各部門が一丸と

なってコストの削減に注力する、というこれまでの当社グループの地道な取り組みの結果であると考えます。 

 今後につきましては、対処すべき課題に記載のとおり、景気拡大は続くものの、そのペースは緩やかなものと見込まれ、

銅、鉄などの購入素材の高騰や米国景気の動向など不安材料も見受けられます。 

 このような中で、当社グループは、引き続き研究所の総力を挙げて、「高信頼性」を基本に各種商品の「知能化」、「超精

密化」および「高機能化」に努め、商品競争力の強化を進めてまいります。製造におきましては、知能ロボットの導入による

工場の「ロボット化」をさらに推し進め、また、ロボットセルを追加導入するなど、積極的に設備投資を行ってまいります。

また、筑波地区にロボカット工場などを建設し、併せてロボドリルの大幅な増産体制を整えます。セールス・サービス活動に

おきましては、これからも持続的な成長が見込まれる中国、インド、ロシアおよび南米での体制をさらに強化し、国内、欧米

等の既存の市場におきましても、新商品の投入等によりシェア拡大を図ってまいります。 

 当社グループは、これらの諸施策により、今後の成長に備えてまいります。 

  

３ 財政状態の分析 

（資産） 

 資産合計は、前連結会計年度比482億55百万円増の9,516億64百万円となりました。これは、以下の第４項で述べる連結

キャッシュ・フローの増加により、現金及び預金が前連結会計年度比242億21百万円増加したことに加え、受取手形及び売掛

金、投資有価証券が増加したことが主な要因です。 

（負債） 

 負債合計は、前連結会計年度比229億27百万円増の1,311億８百万円となりました。これは、未払法人税等、支払手形及び買

掛金が増加したことが主な要因です。 

（純資産） 

 純資産合計は、前連結会計年度比253億28百万円増の8,205億56百万円となりました。これは、自己株式の取得や配当金の増

加による減少要因があったものの、当連結会計年度の当期純利益による利益剰余金の増加が上回ったことによるものです。 

  

４ キャッシュ・フローの分析 

 連結キャッシュ・フローは、242億円のプラスとなりました。これは主に営業活動によるキャッシュ・フローによるものであ

ります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローの増加につきましては、税金等調整前当期純利益が増加したことが要因であります。 

 投資活動の結果使用した資金は、150億21百万円であり、前連結会計年度に比べ11億36百万円減少しました。これは主に、投

資有価証券の取得による支出が減少したことによるものです。 

 財務活動の結果使用した資金は、951億44百万円であり、前連結会計年度に比べ806億31百万円増加しております。これは、

自己株式の取得による支出ならびに配当金の支払額がともに増加したことによるものです。 

  

５ 資本の財源について 

 当期の所要資金は全て自己資金により充当し、外部からの調達は行っておりません。 

  

  



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループでは、急速な技術革新や販売競争の激化に対応するため、150億78百万円の設備投資を実施しました。 

設備投資の主な内容としては、当社において、本社地区に成形工場を建設したほか、ロボットセルを追加導入するなど、工場

の生産能力の強化と自動化・ロボット化によるコスト削減のための設備投資などを行いました。また、名古屋地区における営業

活動の拠点である名古屋支社の隣接地に、展示場および厚生棟を新たに建設しました。 

  

  



２【主要な設備の状況】 

(1)提出会社 

 （注） 従業員数の［ ］は、臨時従業員数を外書きしている。 

 

        平成19年３月31日現在

  
事業所名 

（所在地） 
事業部門の名称 設備の内容 

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人） 建物及び

構築物 
機械装置

及び運搬具
土地

（面積㎡） 
その他 合計 

国内 

本社事業所並びに工場 
(山梨県南都留郡忍野
村及び山中湖村) 

全社共通 生産設備等 42,979 15,790
81,595

(1,415,191)
3,914 144,278 

1,610
[630]

幹部社員研修所 
(大分県杵築市) 

全社共通 研修設備 211 1
2

(4,044)
2 216 

－
[3]

名古屋セールス支社 
(愛知県小牧市) 

全社共通 営業設備等 1,275 10
1,836

(11,785)
107 3,228 

60
[10]

日野事業所 
(東京都日野市) 

全社共通 生産設備等 1,924 422
1,399

(35,848)
269 4,014 

94
[13]

筑波工場 
(茨城県筑西市) 

ロボマシン部門 生産設備等 3,214 425
1,962

(69,548)
149 5,750 

126
[172]

隼人工場 
(鹿児島県霧島市) 

ＦＡ部門 生産設備等 721 369
1,176

(167,259)
53 2,319 29

関西支社 
(大阪府大阪市) 

全社共通 営業設備等 749 －
1,999

(7,084)
40 2,788 

29
[8]

筑波支社 
(茨城県つくば市) 

全社共通 営業設備等 355 5
260

(5,252)
18 638 10

北海道支社 
(北海道江別市) 

全社共通 営業設備等 303 2
1,150

(68,454)
4 1,459 2

九州支社 
(熊本県菊池郡菊陽町) 

全社共通 営業設備等 147 －
237

(6,116)
6 390 10

北陸テクニカルセンタ 
(富山県射水市) 

全社共通 営業設備等 198 －
191

(5,556)
2 391 13

前橋テクニカルセンタ 
(群馬県前橋市) 

全社共通 営業設備等 46 －
191

(1,336)
1 238 12

中国テクニカルセンタ 
(岡山県岡山市) 

全社共通 営業設備等 147 2
392

(5,963)
2 543 6

広島テクニカルセンタ 
(広島県広島市) 

全社共通 営業設備等 42 －
282

(1,280)
0 324 1

東北テクニカルセンタ 
(宮城県仙台市) 

全社共通 営業設備等 47 －
85

(2,247)
11 143 5

越後テクニカルセンタ 
(新潟県見附市) 

全社共通 営業設備等 83 1
98

(2,046)
2 184 

5
[1]

海外 

ルクセンブルグ 全社共通 営業設備等 1,419 －
－
(－)

5 1,424 －

ドイツ 全社共通 営業設備等 1,373 2
569

(6,992)
8 1,952 －



(2）国内子会社 

 （注） 従業員数の［ ］は、臨時従業員数を外書きしている。 

  

(3）在外子会社 

 （注） 従業員数の［ ］は、臨時従業員数を外書きしている。 

  

  

会社名 所在地 
事業部門 
の名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人） 建物及び

構築物 
機械装置

及び運搬具
土地

（面積㎡）
その他 合計 

ファナックＦＡサ
ービス株式会社 

東京都 
日野市 

ＦＡ部門 営業設備等 － －
221

(1,792)
25 246 

194
[44]

ファナックロボッ
トサービス株式会
社 

東京都 
日野市 

ロボット部門、 
ロボマシン部門 

営業設備等 － 2
－

(－)
12 14 

116
[41]

ファナックレーザ
サービス株式会社 

東京都 
日野市 

ＦＡ部門 営業設備等 － －
－

(－)
2 2 

39
[ 4]

ファナックパート
ロニクス株式会社 

長野県 
茅野市 

全社共通 生産設備等 386 136
549

(57,824)
97 1,168 

65
[83]

ファナックサーボ
株式会社 

三重県 
久居市 

全社共通 生産設備等 855 314
1,170

(59,083)
50 2,389 

77
[49]

ファナックＤＤモ
ータ株式会社 

茨城県 
筑西市 

全社共通 生産設備等 282 240
14

(12,440)
23 559 

35
[42]

会社名 所在地 
事業部門 
の名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人） 建物及び

構築物 
機械装置

及び運搬具
土地

（面積㎡）
その他 合計 

FANUC Robotics 
America, Inc. 

米国 
ミシガン州 

ロボット部門 生産設備等 3,167 367
330

(227,765)
47 3,911 

855
[149]

FANUC Robotics 
Europe S.A. 

ルクセンブルグ
大公国 
エヒテルナハ 

ロボット部門 営業設備等 1,701 174
574

(24,814)
110 2,559 263

GE Fanuc 
Automation CNC 
Europe S.A. 

ルクセンブルグ
大公国 
エヒテルナハ 

ＦＡ部門 営業設備等 601 192
577

(51,139)
212 1,582 266

FANUC KOREA 
CORPORATI0N 

韓国 
慶尚南道 

全社共通 生産設備等 1,094 86
566

(65,569)
94 1,840 188

FANUC TAIWAN 
LIMITED 

台湾 
台中市 

ＦＡ部門 生産設備等 543 16
1,112

(20,009)
21 1,692 83

FANUC AMERICA 
CORPORATION 

米国 
イリノイ州 

ＦＡ部門 営業設備等 1,748 47
2,376

(416,841)
128 4,299 216

FANUC EUROPE 
GmbH 

ドイツ 
バーデンブルテ
ンブルグ州 

ＦＡ部門 営業設備等 101 10
42

(3,590)
85 238 125

FANUC 
ROBOMACHINE 
EUROPE SALES 
GmbH 

ドイツ 
バーデンブルテ
ンブルグ州 

ロボマシン部門 営業設備等 － －
－

(－)
89 89 33

FANUC INDIA 
PRIVATE LIMITED 

インド 
カルナタカ州 

全社共通 生産設備等 120 98
64

(28,012)
199 481 119



３【設備の新設、除却等の計画】 

新設 

  

  

  

会社名 
事業所名 

所在地 設備の内容 

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 総額 

（百万円） 
既支払額

（百万円） 
着手 完了 

ファナック株
式会社 

山梨県忍野村 生産設備等 16,233 － 自己資金 平成19年４月 平成19年９月 － 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 転換社債の株式への転換（第30期平成10年4月1日～平成11年3月31日） 

  

(5）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式31,599,879株は「個人その他」に315,998単元および「単元未満株式の状況」に79株を含めて記載しておりま

す。なお、自己株式31,599,879株は株主名簿記載上の株式数であり、平成19年３月31日現在の実保有残高は31,599,875

株であります。 

２ 上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、20単元含まれております。 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 400,000,000 

計 400,000,000 

種類 
事業年度末現在
発行数（株） 

（平成19年３月31日） 

提出日現在
発行数（株） 

（平成19年６月28日）

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 239,508,317 239,508,317
東京証券取引所
（市場第一部） 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 239,508,317 239,508,317 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 

（千円） 

平成11年３月31日（注） 15 239,508 28,028 69,014,459 28,028 96,057,297

      平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（単元株式数100株）
単元未満

株式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人

その他 
計 

個人以外 個人

株主数（人） － 208 63 566 750 20 67,070 68,677 ―

所有株式数 
（単元） 

－ 447,695 79,330 254,170 1,079,748 78 520,306 2,381,327 1,375,617

所有株式数の
割合（％） 

－ 18.80 3.33 10.68 45.34 0.00 21.85 100.00 ―



(6）【大株主の状況】 

 （注）１ 所有株式数のうち信託業務に係る株式数は、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）13,337千株、日本トラ

スティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）12,228千株です。 

２ 当社名義の株式31,599千株につきましては、上記の表には含めておりません。 

３ キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニーから平成18年11月15日付で大量保有報告書（変更報告

書）の提出があり、平成18年10月31日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けておりますが、当社として

平成19年３月31日現在のものを含め実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主には含めておりません。なお、

その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。 

大量保有者（共同保有者）      キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニーおよびその

関連会社４社 

保有株式数             14,667千株 

発行済株式総数に対する保有割合   6.12％ 

 

    平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％） 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 13,337 5.57

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 12,228 5.13

富士通株式会社 神奈川県川崎市中原区上小田中４丁目１番１号 11,976 5.00

富士電機ホールディングス株
式会社 

神奈川県川崎市川崎区田辺新田１番１号 10,618 4.43

ステート ストリート バン
ク アンド トラスト カン
パニー 
（常任代理人株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決
済業務室） 

米国・ボストン 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

8,422 3.52

ステート ストリート バン
ク アンド トラスト カン
パニー 505103 
（常任代理人株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決
済業務室） 

米国・ボストン 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

4,590 1.92

モルガン スタンレー アン
ド カンパニー インク 
（常任代理人モルガン・スタ
ンレー証券株式会社） 

米国・ニューヨーク 
（東京都渋谷区恵比寿４丁目２０番３号） 

3,890 1.62

ザ チェース マンハッタン 
バンク 385036 
（常任代理人株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決
済業務室） 

米国・ビバリーヒルズ
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

3,198 1.34

ビー・エヌ・ピー・パリバ・
セキュリティーズ（ジャパ
ン）リミテッド 

東京都千代田区大手町１丁目７番２号 2,786 1.16

ザ チェース マンハッタン 
バンク エヌエイ ロンドン 
エス エル オムニバス ア
カウント 
（常任代理人株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決
済業務室） 

英国・ロンドン 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

2,638 1.10

計 ― 73,742 30.79



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式2,000株（議決権の数20個）が含まれてお

ります。 

  

②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上当社名義となっている株式のうち、当社が実質的に所有していない株式はありません。 

  

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項ありません。 

  

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

31,616,000 
―

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

206,516,700 2,065,167 
同上 

単元未満株式 
普通株式 

1,375,617 
― 同上 

発行済株式総数 239,508,317 ― ― 

総株主の議決権 ― 2,065,167 ― 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
（株） 

他人名義
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数の 
割合（％） 

（自己保有株式） 
ファナック株式会社 

山梨県南都留郡忍野村忍草
字古馬場3580番地 

31,599,800 ― 31,599,800 13.19

（相互保有株式） 
ファナックマグトロニク
ス株式会社 

神奈川県座間市東原４丁目
２番２号 

16,200 ― 16,200 0.01

計 ― 31,616,000 ― 31,616,000 13.20



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 普通株式 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

（注）取得期間が終了しているため、実質的な未行使はありません。なお、取締役会決議と取得結果の内容を比較した場合の

「当事業年度の末日現在」および「提出日現在」の未行使割合は、「株式数」および「価額の総額」ともに、いずれも

7.5％です。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

会社法第155条第７号に定める単元未満株式の取得 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの期間における、会社法第155条第７

号に定める単元未満株式の取得による株式数は含めておりません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における保有自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの期間における、会社法第155条第７

号に定める単元未満株式の取得および会社法第194条に定める単元未満株式の売渡による株式数は含めておりません。 

  

 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円） 

取締役会（平成19年３月19日）での決議状況 
（取得期間 平成19年３月20日） 

6,648,000 69,804,000 

当事業年度前における取得自己株式    －    － 

当事業年度における取得自己株式 6,148,000 64,554,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 500,000 5,250,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） －（注） －（注） 

当期間における取得自己株式    －    － 

提出日現在の未行使割合（％） －（注） －（注） 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円） 

当事業年度における取得自己株式 89,008 942,063

当期間における取得自己株式 13,372 152,226

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（千円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（千円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式 

－ － － －

  
その他 
（会社法第194条に定める単元未満株式の売渡） 
  

3,222 32,753 177 1,985

保有自己株式数 31,599,875 － 31,613,070 －



３【配当政策】 

 当社は、企業体質の強化を図り、連結業績に連動した利益還元を将来にわたり実現できるよう努力を続けております。 

株主還元につきましては、安定した配当政策を基本としながらも、連結ベースで当期純利益の30％以上の配当性向を確保する

べく努力してまいります。また、株式市場の状況を見て、必要により自己株式取得も行ってまいります。 

なお、当社は、厳しい市場競争のなかにあって利益確保のため努力を続ける取締役および社員につきまして、その賞与を配当

と同様純利益に連動して支給することを併せて方針としております。 

また、内部留保資金につきましては、当社の事業は技術革新が急激でかつ競争が激しい先端分野であることに鑑み、中長期的

な視点にたち、新商品の開発、製造のロボット化および海外体制の強化への投資に優先的に活用するとともに、当社の事業に

とって有用なＭ＆Ａを機動的に実施できるように備えてまいります。 

 なお、当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会（注）であります。 

（注）当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日の最終の株主名簿および実質株主名簿に記載された株主また

は登録株式質権者に対し、中間配当を支払うことができる。」旨を定款に定めております。 

当社は、第38期の中間配当金につきまして、平成18年10月27日付の取締役会決議に基づき、１株につき72円50銭を支払いまし

た。上半期の連結中間純利益は51,606百万円（１株当たり241円01銭）でしたので、連結ベースの配当性向は30％でした。期末配

当金につきましては、平成19年６月27日の株主総会の決議に基づき、１株につき77円50銭を支払いました。これにより、年間の

配当金は、１株につき150円となりました。連結当期純利益は106,756百万円（１株当たり499円83銭）でしたので、連結ベースの

配当性向は30.0％となりました。 

  

当事業年度に係る剰余金の配当の状況 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 株価は東京証券取引所市場第一部の市場相場であります。 

 

決議年月日 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり配当額 

(円) 

平成18年10月27日 

取締役会決議 
15,523 72.5 

平成19年６月27日 

定時株主総会決議 
16,113 77.5 

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 7,540 8,080 7,240 11,690 11,900

最低（円） 4,150 4,670 5,710 6,140 8,610



(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は東京証券取引所市場第一部の市場相場であります。 

  

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 10,240 10,830 11,890 11,800 11,360 11,280

最低（円） 9,090 10,070 10,480 10,830 10,230 10,010



５【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

代表取締役 
社長 

― 稲 葉 善 治 昭和23年７月23日生

昭和48年４月 いすゞ自動車株式会社入社 

（注） 2.5

昭和58年９月 当社入社 

平成元年６月 取締役就任 

平成４年６月 常務取締役就任 

平成７年６月 専務取締役就任 

平成13年５月 代表取締役副社長就任 

平成15年６月 代表取締役社長就任（現在に至

る） 

専務取締役 
ソフト研究統
括本部長 

宮 田 光 人 昭和22年２月１日生

昭和45年４月 富士通株式会社入社 

（注） 2.2

昭和51年５月 当社へ転社 

昭和63年７月 商品開発研究所次長 

平成元年６月 取締役就任 

平成５年６月 常務取締役就任 

平成７年６月 専務取締役就任（現在に至る） 

専務取締役 
ハード研究統
括本部長 

鞍 掛 三津雄 昭和20年８月５日生

昭和45年４月 富士通株式会社入社 

（注） 1.0

昭和51年５月 当社へ転社 

昭和62年１月 商品開発研究所次長 

平成元年６月 取締役就任 

平成３年６月 常務取締役就任 

平成17年４月 専務取締役就任（現在に至る） 

専務取締役 
サーボ研究統
括本部長 

内 田 裕 之 昭和33年６月12日生

昭和57年４月 当社入社 

（注） 0.7

平成８年４月 サーボ研究所・所長代理 

平成９年６月 取締役就任 

平成13年５月 常務取締役就任 

平成18年６月 専務取締役（現在に至る） 

専務取締役 
経理・営繕部
門担当 

丹 澤 信 一 昭和34年８月５日生

昭和58年４月 当社入社 

（注） 1.0

平成２年７月 ジーエムファナック ロボティ

クス ヨーロッパ ゲーエムベ

ーハー副社長就任 

平成12年６月 当社取締役就任 

平成13年10月 常務取締役就任 

平成14年４月 専務取締役就任（現在に至る） 

専務取締役 
人事・法務・
庶務部門担当 

小 島 秀 男 昭和33年２月21日生

昭和58年４月 当社入社 

（注） 1.0

平成７年４月 人事部長（現在に至る） 

平成13年６月 取締役就任 

平成15年６月 常務取締役就任 

平成18年６月 専務取締役就任（現在に至る） 

専務取締役 
業務・購買部
門担当 

権 田 与志広 昭和35年７月24日生

昭和59年４月 当社入社 

（注） 1.8

平成12年10月 金融部門管掌補佐（資材担当） 

平成13年６月 取締役就任 

平成17年５月 常務取締役就任 

平成18年６月 常務取締役退任 

平成18年６月 常務役員就任 

平成19年６月 取締役就任 

平成19年６月 専務取締役就任(現在に至る) 



（注）平成19年3月期に係る定時株主総会（平成19年6月27日）の終結の時から平成20年3月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

専務取締役 
ＦＡ海外セー
ルス統括本部
長 

小 針 克 夫 昭和17年８月12日生

昭和43年４月 富士通株式会社入社 

（注） 5.1

昭和51年５月 当社へ転社 

平成15年４月 セールス・サービス部門担当補

佐 

平成15年６月 取締役就任 

平成16年５月 常務取締役就任 

平成17年４月 専務取締役就任（現在に至る） 

専務取締役 
ロボットセー
ルス統括本部
長 

渡 邉   淳 昭和29年12月19日生

昭和53年４月 当社入社 

（注） 0.4

平成６年10月 ロボット研究所長 

平成７年６月 取締役就任 

平成11年６月 常務取締役就任 

平成14年４月 専務取締役就任（現在に至る） 

専務取締役 筑波工場長 荒 木   洋 昭和23年12月20日生

昭和46年７月 富士通株式会社入社 

（注） 0.5

昭和51年５月 当社へ転社 

平成６年10月 筑波工場長 

平成12年６月 取締役就任 

平成13年５月 常務取締役就任 

平成15年６月 専務取締役就任（現在に至る） 

専務取締役 中国担当 井 上 秀 明 昭和31年10月27日生

昭和54年４月 当社入社 

（注） 0.5

平成11年４月 技師長（ＦＡ担当） 

平成13年６月 取締役就任 

平成14年４月 常務取締役就任 

平成15年６月 専務取締役就任（現在に至る） 

専務取締役 
海外ロボット
セールス本部
長 

鳥 居 信 利 昭和25年２月21日生

昭和51年４月 当社入社 

（注） 0.3

平成２年４月 商品開発研究所副所長 

平成３年６月 取締役就任 

平成13年５月 常務取締役就任 

平成18年６月 常務取締役退任 

平成18年６月 常務役員就任 

平成19年６月 取締役就任 

平成19年６月 専務取締役就任（現在に至る） 

取締役 

ファナック 
ロボティクス 
アメリカ イ
ンク取締役社
長兼ＣＥＯ 

リチャード イー 
シュナイダー 

昭和31年８月14日生

昭和59年２月 ファナック ロボティクス ア

メリカ インク入社 

（注） 0.5

平成３年７月 同社バイスプレジデント就任 

平成６年９月 同社取締役就任 

平成９年９月 同社取締役社長兼ＣＥＯ就任

（現在に至る） 

平成18年６月 当社取締役就任（現在に至る） 



 （注）１．監査役 秋草直之、原田肇および中川威雄の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

    ２．平成19年3月期に係る定時株主総会（平成19年6月27日）の終結の時から平成23年3月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。 

    ３．平成16年3月期に係る定時株主総会（平成16年6月29日）の終結の時から平成20年3月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

常勤監査役 ― 清 水 直 規 昭和34年７月10日生

昭和57年４月 当社入社 

（注２） 1.0

平成５年８月 当社経営調査室長 

平成11年１月 ジーイー ファナック オート

メーション アメリカズ イン

ク取締役就任 

平成15年６月 当社常勤監査役就任（現在に至

る） 

常勤監査役 ― 大 塚 宣 雄 昭和13年６月９日生

昭和37年４月 富士通株式会社入社 

（注２） 0.5
昭和51年５月 当社へ転社 

昭和63年７月 経理部長 

平成12年６月 常勤監査役就任（現在に至る） 

監査役 ― 秋 草 直 之 昭和13年12月12日生

昭和36年４月 富士通株式会社入社 

（注２） 0

昭和63年６月 同社取締役就任 

平成３年６月 同社常務取締役就任 

平成４年６月 同社専務取締役就任 

平成10年６月 同社代表取締役社長就任 

平成15年６月 同社代表取締役会長就任（現在

に至る） 

平成15年６月 当社監査役就任（現在に至る） 

監査役 ― 原 田   肇 昭和22年９月10日生

昭和49年４月 弁護士登録（現在に至る） 

（注３） 1.1平成３年９月 弁理士登録（現在に至る） 

平成16年６月 当社監査役就任（現在に至る） 

監査役 ― 中 川 威 雄 昭和13年10月12日生

平成11年５月 東京大学名誉教授（現在に至

る） 

（注２） 1.1平成12年10月 ファインテック株式会社代表取

締役社長就任（現在に至る） 

平成19年６月 当社監査役就任（現在に至る） 

計



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、経営において法令遵守を徹底することが重要であると考えており、このため経営の全般にわたって透明性を高める

べく努めております。 

  

(2）会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の内容 

 当社は監査役設置会社です。 

 取締役13名で構成する取締役会は、会社法上取締役会専決事項とされた重要事項等の決議を行うとともに、業務執行の状

況を随時監督しております。また、経営会議が置かれ、経営に関する重要事項について審議を行っています。 

 経営組織は、各事務部門、各研究統括本部、各工場、各セールス統括本部にくくられ、それぞれ担当の専務取締役、常務

役員もしくは常務役員に準ずる者が統括しています。業務上の重要事項はこれらの各担当役員より経営会議に上程され審議

されます。 

 また、上記の組織とは別に横断的な経営組織として多くの委員会を設置し、組織にまたがる業務上の問題を審議しており

ます。 

 なお、当社は、普段の教育を通じ、特に組織の透明化の徹底を図っており、経営陣が適時かつ正確な情報を把握し、対処

できるようにしております。 

  

② 内部統制システムの整備の状況 

 当社は、以下の内部統制システムを整備することとします。 

１．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 文書規程に従い、取締役の職務の執行に係る情報を文書に記録し、保存する。 

取締役および監査役は、常時これらの文書を閲覧できるものとする。 

２．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 法令遵守、環境、災害、品質および輸出管理等に係るリスクについては、リスク対応責任者が、規則・ガイドライン

の制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、新たに生じたリスクについては、すみやかにリスク

対応責任者を定める。 

３．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

以下の経営システムを用いて、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する。 

 (1) 取締役会における予算作成と月次決算報告 

 (2) 名誉会長、社長、専務、相談役および常務役員を構成員とする経営会議の設置 

４．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

取締役に対し、法令および定款、その他の社内規定に関する教育を実施することにより、取締役の職務の執行が法令

および定款に適合することを確保する。 

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

使用人に対し、法令および定款、その他の社内規定に関する教育を実施することにより、使用人の職務の執行が法令

および定款に適合することを確保する。 

６．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

第２項に記載したリスク対応責任者が、必要に応じ、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・

配布等を、子会社に対しても行う。また、当社取締役は子会社の取締役を兼務している。 

 



７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制 

必要に応じ、監査役の職務を補助すべき使用人を置く。 

８．取締役及び使用人が監査役会又は監査役に報告をするための体制、その他監査役の監査が実効的に行われることを確

保するための体制 

第３項に記載した取締役会および経営会議に、監査役が出席することで、取締役および使用人と、経営に必要な情報

を共有する。また、監査役会に、名誉会長、社長、相談役が出席することで、監査役と、経営に必要な情報を共有す

る。 

  

③ 監査役監査の状況 

 当社では計５名の監査役のうち、２名が常勤監査役、３名が社外監査役となっております。監査役は、取締役会への出席

や業務、財産の状況の調査を通じ、厳密な監査を実施しております。 

  

④ 当社と社外監査役との関係 

 当社と社外監査役３名の間には、特別な利害関係はありません。 

  

⑤ 会計監査の状況 

当社の会計監査業務は新日本監査法人が行っており、具体的な担当は次のとおりであります。 

会計監査業務を執行した公認会計士 

指定社員 業務執行社員  神谷和彦（注） 

指定社員 業務執行社員  百井俊次（注） 

指定社員 業務執行社員  米村仁志（注） 

（注） 当社に係る継続監査年数は７年未満です。 

  

会計監査業務に係る補助者：公認会計士 ８名 

会計士補等 ３名 

その他   １名（システム監査技術者） 

   監査役および会計監査人は、必要に応じ随時情報を交換し、連携を図っております。 

  

(3)役員報酬 

 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額は次のとおりであります。 

    注 株主総会の決議による役員報酬限度額 

取締役…… 年額10億円以内と定めた固定枠と、半期決算毎の連結半期当期利益に配当性向（％）の１/25の率を乗じ

て算出する変動額以内（ただし、支払期は、上半期決算分を当期下期とし、下半期決算分を翌期上期とす

る）との合計額 

監査役…… 年額１億５千万円以内 

  

 

区   分 

取締役 監査役 

  うち社外監査役 

対象人員 
（名） 

金額 
（百万円） 

対象人員
（名） 

金額 
（百万円）

対象人員
（名） 

金額 
（百万円）

報   酬 15 1,782 5 133 3 24 



    注 退職慰労引当金の当事業年度中の増加額を記載しております。 

  

(4）監査報酬 

 当期において当社会計監査人に対し当社が支払った監査報酬は次のとおりであります。 

監査報酬 

  

(5）リスク管理体制の整備の状況 

 上記(2)「会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況」の②「内部統制システムの整備の状況」の２に記載のと

おりであります。 

  

(6) 責任限定契約の内容の概要 

当社は、社外監査役である秋草直之、原田肇、中川威雄の３氏と、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限

度額としております。 

  

(7) 取締役の定数 

当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。 

  

(8) 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会にお

ける特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 

  

 

区   分 

取締役 監査役 

  うち社外監査役 

対象人員 
（名） 

金額 
（百万円） 

対象人員
（名） 

金額 
（百万円）

対象人員
（名） 

金額 
（百万円）

退職慰労金 15 1,342 5 23 3 13 

公認会計士法第２条第１項の監査証明業
務に係る報酬 

32百万円

その他の報酬 －百万円

計 32百万円



第５【経理の状況】 
  

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結会

計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（平

成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及び前事業

年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）及

び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本監査法人の監査を

受けております。 

  

３ 端数処理について 

 当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目、その他の事項の記載金額については、当連結会計年度及び当事業年度

より表示単位未満の端数を四捨五入にて記載しております。 

なお、前連結会計年度及び前事業年度につきましては、切り捨てにて記載しております。 

  

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

 

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

現金及び預金   471,575 495,796 

受取手形及び売掛金 ※７ 89,881 97,805 

棚卸資産   59,858 62,854 

繰延税金資産   16,935 18,294 

その他   2,642 4,092 

貸倒引当金   △3,327 △2,897 

流動資産合計   637,565 70.6 675,944 71.0

Ⅱ 固定資産    

有形固定資産 ※１  

建物及び構築物   64,586 67,001 

機械装置及び運搬具   16,681 18,540 

土地   103,353 104,741 

その他   11,472 10,340 

有形固定資産合計   196,092 21.7 200,622 21.1

無形固定資産 ※２ 1,627 0.2 1,441 0.2

投資その他の資産    

投資有価証券 ※３ 65,833 71,623 

その他 ※３ 2,308 2,052 

貸倒引当金   △18 △18 

投資その他の資産合計   68,123 7.5 73,657 7.7

固定資産合計   265,843 29.4 275,720 29.0

資産合計   903,409 100.0 951,664 100.0

     



  

 

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

支払手形及び買掛金   17,665 24,914 

未払法人税等   30,560 39,079 

アフターサービス引当
金 

  4,910 5,516 

その他   29,297 31,301 

流動負債合計   82,433 9.1 100,810 10.6

Ⅱ 固定負債    

退職給付引当金   16,459 18,488 

役員退職慰労引当金   1,535 2,539 

その他   7,752 9,271 

固定負債合計   25,747 2.9 30,298 3.2

負債合計   108,181 12.0 131,108 13.8

     

（少数株主持分）    

少数株主持分   20,810 2.3 － －

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※５ 69,014 7.6 － －

Ⅱ 資本剰余金   96,215 10.7 － －

Ⅲ 利益剰余金   753,436 83.4 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  4,791 0.5 － －

Ⅴ 為替換算調整勘定   5,269 0.6 － －

Ⅵ 自己株式 ※６ △154,309 △17.1 － －

資本合計   774,418 85.7 － －

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  903,409 100.0 － －

     



  

  

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

資本金   － － 69,014 7.3

資本剰余金   － － 96,229 10.1

利益剰余金   － － 830,232 87.2

自己株式   － － △219,786 △23.1

株主資本合計   － － 775,689 81.5

Ⅱ 評価・換算差額等    

その他有価証券評価差
額金 

  － － 3,525 0.4

為替換算調整勘定   － － 14,355 1.5

評価・換算差額等合計   － － 17,880 1.9

Ⅲ 少数株主持分   － － 26,987 2.8

純資産合計   － － 820,556 86.2

負債純資産合計   － － 951,664 100.0

     



②【連結損益計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     381,074 100.0 419,560 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２   192,363 50.5 200,069 47.7

売上総利益     188,711 49.5 219,491 52.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2   48,121 12.6 56,561 13.5

営業利益     140,589 36.9 162,930 38.8

Ⅳ 営業外収益      

受取利息   2,845 5,656  

持分法による投資利益   5,531 7,181  

為替差益   1,829 2,197  

雑収益   1,518 11,724 3.1 2,901 17,935 4.3

Ⅴ 営業外費用      

売上割引   452 357  

固定資産売廃却損   715 525  

雑損失   312 1,481 0.4 571 1,453 0.3

経常利益     150,832 39.6 179,412 42.8

税金等調整前当期純利
益 

    150,832 39.6 179,412 42.8

法人税、住民税及び事
業税 

  54,814 67,988  

法人税等調整額   2,960 57,775 15.2 619 68,602 16.4

少数株主利益     2,619 0.7 4,054 1.0

当期純利益     90,437 23.7 106,756 25.4

       



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高   96,211

Ⅱ 資本剰余金増加高  

自己株式処分差益   4 4

Ⅲ 資本剰余金期末残高   96,215

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高   676,637

Ⅱ 利益剰余金増加高  

当期純利益   90,437 90,437

Ⅲ 利益剰余金減少高  

配当金   13,282

役員賞与   315

その他   41 13,638

Ⅳ 利益剰余金期末残高   753,436

   



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
69,014 96,215 753,436 △154,309 764,357 

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当   △29,442   △29,442 

役員賞与   △473   △473 

当期純利益   106,756   106,756 

自己株式の取得   △65,496 △65,496 

自己株式の処分   13 20 33 

その他   △46   △46 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純
額） 

   

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
- 13 76,795 △65,476 11,332 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
69,014 96,229 830,232 △219,786 775,689 

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他 

有価証券 

評価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
4,791 5,269 10,060 20,810 795,228 

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当     △29,442 

役員賞与     △473 

当期純利益     106,756 

自己株式の取得     △65,496 

自己株式の処分     33 

その他     △46 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純
額） 

△1,266 9,086 7,820 6,176 13,996 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
△1,266 9,086 7,820 6,176 25,328 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
3,525 14,355 17,880 26,987 820,556 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  次へ 

    
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益   150,832 179,412 

減価償却費   10,475 10,610 

貸倒引当金の増減額   △21 △542 

退職給付引当金の増減額   △2,113 1,801 

受取利息及び受取配当金   △3,165 △6,441 

持分法による投資利益   △5,531 △7,181 

売上債権の増減額   606 △6,025 

棚卸資産の増減額   2,796 △711 

仕入債務の増減額   △2,222 6,328 

その他   1,827 △341 

小計   153,483 176,910 

利息及び配当金の受取額   3,561 6,990 

法人税等の支払額   △55,660 △59,218 

その他   △840 838 

営業活動によるキャッシュ・フロー   100,543 125,520 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出   △12,906 △13,952 

投資有価証券の取得による支出   △2,556 △251 

その他   △694 △818 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △16,157 △15,021 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出   △983 △65,519 

配当金の支払額   △13,260 △29,396 

その他   △269 △229 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △14,513 △95,144 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   10,384 8,845 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   80,257 24,200 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   391,082 471,340 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 471,340 495,540 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する

事項 

 連結子会社は42社であります。主要な連

結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４．

関係会社の状況」に記載しているため省略

しております。 

 この内、新規設立により、FANUC 

ROBOMACHINE DEUTSCHLAND GmbH他１社は当

連結会計年度より連結の範囲に含めること

といたしました。 

 なお、子会社のうちファナック機電株式

会社他は連結の範囲に含まれておりませ

ん。 

 これら非連結子会社の総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）および利益

剰余金（持分に見合う額）等はいずれも

夫々小規模であり、全体としても連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 

連結子会社は45社であります。主要な連

結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４．

関係会社の状況」に記載しているため省略

しております。 

 この内、新規設立などにより、FANUC 

ROBOMACHINE FRANCE SAS他2社は当連結会

計年度より連結の範囲に含めることといた

しました。 

 なお、子会社のうちファナック機電株式

会社他は連結の範囲に含まれておりませ

ん。 

 これら非連結子会社の総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）および利益

剰余金（持分に見合う額）等はいずれも

夫々小規模であり、全体としても連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 

２ 持分法の適用に関す

る事項 

 非連結子会社および関連会社のうち、関

連会社GE Fanuc Automation Corporation

及びBEIJING-FANUC Mechatronics CO.,LTD

の２社について持分法を適用しておりま

す。 

 適用外の非連結子会社（ファナック機電

株式会社他）および関連会社（ファナック

マグトロニクス株式会社他）の当期純損益

（持分に見合う額）および利益剰余金（持

分に見合う額）等はいずれも夫々小規模で

あり、全体としても連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりません。 

非連結子会社および関連会社のうち、関

連会社GE Fanuc Automation 

Corporation、BEIJING-FANUC 

Mechatronics CO.,LTD 及び FANUC KOREA 

CENTRAL SERVICE CORPORATIONの３社につ

いて持分法を適用しております。 

FANUC KOREA CENTRAL SERVICE 

CORPORATIONについては、当連結会計年度

において新たに設立したため、持分法適用

非連結子会社となりました。 

適用外の非連結子会社（ファナック機電

株式会社他）および関連会社（ファナック

マグトロニクス株式会社他）の当期純損益

（持分に見合う額）および利益剰余金（持

分に見合う額）等はいずれも夫々小規模で

あり、全体としても連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりません。 

３ 連結子会社の事業年

度等に関する事項 

 連結子会社の決算日は、12月31日であり

ます。連結にあたっては、連結子会社の決

算日現在の財務諸表を使用しております。

ただし、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。 

同左 



 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４ 会計処理基準に関す

る事項 

１）重要な資産の評価基準及び評価方法 １）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ）有価証券 イ）有価証券 

  その他有価証券 その他有価証券 

  （時価のあるもの） （時価のあるもの） 

   期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  （時価のないもの） （時価のないもの） 

   移動平均法による原価法 同左 

  ロ）棚卸資産 ロ）棚卸資産 

   主として個別法および総平均法によ

る原価法であります。 

同左 

  ２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 ２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  イ）有形固定資産 イ）有形固定資産 

   主として定率法によっております。

ただし、当社及び国内連結子会社につ

いては、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）について

は定額法を採用しております。 

同左 

  ロ）無形固定資産 ロ）無形固定資産 

   定額法を採用しております。なお、

自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。 

       同左 

  ３）重要な引当金の計上基準 ３）重要な引当金の計上基準 

  イ）貸倒引当金 イ）貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

同左 



 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ロ）退職給付引当金 ロ）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により翌

連結会計年度から費用処理することと

しております。 

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10～18年）による定額法により費

用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10～18年）による定額法によ

り翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。 

  ハ）役員退職慰労引当金 ハ）役員退職慰労引当金 

   役員の退職に際し退職慰労金の支出

に備えて、当社及び国内連結子会社は

役員退職慰労金支給内規による期末要

支給額を計上しております。 

同左 

  ニ）アフターサービス引当金 ニ）アフターサービス引当金 

   当社商品のアフターサービス費用の

発生額を売上高と期間対応させるため

過去の実績値を勘案し計上しておりま

す。また、特定の案件については個別

に必要見込額を検討して計上しており

ます。 

同左 

  ４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換算し、為

替差額は資本の部における為替換算調整勘

定に含めております。 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子

会社等の資産及び負債は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換算し、為替

差額は純資産の部における為替換算調整勘

定に含めております。 

  ５）重要なリース取引の処理方法 ５） 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

  ６）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

６）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

  イ）消費税等の会計処理の方法 イ）消費税等の会計処理の方法 

   税抜方式によっております。 同左 



  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５ 連結子会社の資産及

び負債の評価に関する

事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却

に関する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年間

の均等償却を行っております。 

―――――― 

７ のれん及び負ののれ

んの償却に関する事項 

――――――  のれん及び負ののれんの償却については

５年間の均等償却を行っております。 

８ 利益処分項目等の取

扱いに関する事項 

 連結会社の利益処分については、連結会

計年度中に確定した利益処分に基づいてお

ります。 

―――――― 

９ 連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３か月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産減損に係る会計基準）   

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

      ――――――――――― 

  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

      ――――――――――― 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は793,569

百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 



（表示方法の変更） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（連結貸借対照表）   

 前連結会計年度において区分掲記しておりました「建

設仮勘定」（当連結会計年度4,740百万円）は資産合計

の100分の１以下となったため、当連結会計年度におい

ては有形固定資産の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

――――――――――― 

（連結損益計算書）   

 前連結会計年度において区分掲記しておりました「不

動産取得税」（当連結会計年度０百万円）は営業外費用

の総額の100分の10以下となったため、営業外費用の

「雑損失」に含めて表示しております。 

――――――――――― 

（連結キャッシュ・フロー計算書）   

１．前連結会計年度において区分掲記しておりました営

業活動によるキャッシュ・フローの「その他流動負債

の増減額」（当連結会計年度△62百万円）は、当連結

会計年度において、金額的重要性が乏しくなったた

め、「その他」に含めて表示しております。 

――――――――――― 

２．前連結会計年度において区分掲記しておりました投

資活動によるキャッシュ・フローの「定期預金の預入

による支出」（当連結会計年度△215百万円）ならび

に「定期預金の払戻による収入」（当連結会計年度

215百万円）は、重要性が乏しいため、「その他」に

含めて表示しております。 

――――――――――― 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

（連結損益計算書関係） 

  

 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

  
※１ 有形固定資産減価償却累計額 148,712百万円 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 154,427百万円

※２ この内、連結調整勘定残高は489百万円です。 ※２       ―――――――― 

※３ 非連結子会社及び関連会社項目 ※３ 非連結子会社及び関連会社項目 

 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 
  

固定資産 
投資有価証券
（株式） 

51,500百万円

投資その他の
資産 

その他 
（出資金） 

114百万円

 投資有価証券(株式)         59,400万円 

４ 保証債務は、従業員住宅ローンに対する債務保証

で624百万円であります。 

４ 保証債務は、従業員住宅ローンに対する債務保証

で502百万円であります。 

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式239,508,317

株であります。 

※５       ―――――――― 

※６ 連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び関

連会社が保有する自己株式の数は、25,366,089株で

あります。 

※６       ―――――――― 

―――――――――― 

  

  

  

※７ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。 

 なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含ま

れております。 

  受取手形            2,382百万円 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は

次のとおりであります。 
  

従業員給料及び手当 14,183百万円

荷造費及び運賃 5,518百万円

従業員給料及び手当 15,433百万円

従業員賞与 6,365百万円

荷造費及び運賃 6,269百万円

アフターサービス引当金繰入額 1,836百万円

役員退職慰労引当金繰入額 1,385百万円

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、16,069百万円であります。 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、17,015百万円であります。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要）  

普通株式の自己株式： 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

会社法第165条第2項の規定による定款の定めに基づく取得 6,148,000株 

単元未満株式の買取請求による取得  89,008株 

  

減少数の内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買増請求による売渡  3,222株 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式 

普通株式 239,508,317 ― ― 239,508,317 

自己株式 

普通株式 25,366,089 6,237,008 3,222 31,599,875 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 13,919 65 平成18年３月31日 平成18年６月28日

平成18年10月27日 
取締役会 

普通株式 15,523 72.5 平成18年９月30日 平成18年12月１日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 16,113 利益剰余金 77.5 平成19年３月31日 平成19年６月28日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日） （平成19年３月31日）
  

現金及び預金勘定 471,575百万円

預入期間が３か月を超える定期
預金 

△235百万円

現金及び現金同等物 471,340百万円

現金及び預金勘定 495,796百万円

預入期間が３か月を超える定期
預金 

△256百万円

現金及び現金同等物 495,540百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

64 39 25

有形固定資産
「その他」 

1,007 831 176

合計 1,072 871 201

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円） 

機械装置及び
運搬具 

49 28 21 

有形固定資産
「その他」 

353 224 129 

合計 402 252 150 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。 

同左 

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 120百万円

１年超 81百万円

合計 201百万円

１年内 70百万円

１年超 80百万円

合計 150百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み法」により算定して

おります。 

同左 

(3)支払リース料（減価償却費相当額） (3)支払リース料（減価償却費相当額） 

268百万円 139百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 
  

１年内 538百万円

１年超 1,212百万円

合計 1,750百万円

１年内 877百万円

１年超 1,844百万円

合計 2,721百万円



（有価証券関係） 

（前連結会計年度） 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日） 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年３月31日） 

  

（当連結会計年度） 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日） 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日） 

  

  

  次へ 

  種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

株式 5,209 13,195 7,985 

小計 5,209 13,195 7,985 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

株式 2 2 0 

小計 2 2 0 

合計 5,211 13,197 7,985 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 1,122 

  種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

株式 4,251 10,148 5,897 

小計 4,251 10,148 5,897 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

株式 960 939 △21 

小計 960 939 △21 

合計 5,211 11,087 5,876 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券             

非上場株式 1,130 



（デリバティブ取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 取引の状況に関する事項   

 当グループでは、通貨関連におけるデリバティブ取

引として為替予約取引を行っております。当該為替予

約取引は、外貨建債権債務等について将来の為替レー

トの変動リスクを回避するためのヘッジ手段として利

用しております。外貨建債権債務及び実現の可能性の

確実な外貨建見込取引の範囲内で行っており、投機目

的のための取引は行わない方針であります。 

 為替予約取引は為替相場の変動によるリスクはあり

ますが、大手金融機関との契約であり、相手方の契約

不履行に伴う信用リスクはほとんどないと判断してお

ります。 

 為替予約取引の実行及び管理は、規程に基づき、常

時、担当役員の決裁を得て、財務担当部門で行ってお

ります。 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないた

め、該当事項はありません。 

２ 取引の時価等に関する事項   

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除

いているため、該当事項はありません。 

  



（退職給付関係） 

前連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。 

 また、一部の海外子会社でも確定給付型の制度を設けております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 （注）１ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

２ 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

 （注）１ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1）勤務費用」に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

  
(1）退職給付債務 △84,364百万円

(2）年金資産 54,740百万円

(3）未積立退職給付債務   (1)＋(2) △29,623百万円

(4）未認識数理計算上の差異 14,174百万円

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額） △1,009百万円

(6）退職給付引当金     (3)＋(4)＋(5) △16,459百万円

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
(1）勤務費用（注）１、２ 3,152百万円

(2）利息費用 1,556百万円

(3）期待運用収益 △1,092百万円

(4）数理計算上の差異の費用処理額 1,461百万円

(5）過去勤務債務の費用処理額 △146百万円

(6）退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5) 4,931百万円

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
(1）割引率 1.5％～5.76％

(2）期待運用収益率 1.5％～8.0％

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(4）数理計算上の差異の処理年数 10年

(5）過去勤務債務の額の処理年数 10年



当連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。 

 また、一部の海外子会社でも確定給付型の制度を設けております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 （注）１ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

２ 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

 （注）１ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1）勤務費用」に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

  
(1)退職給付債務 △88,389百万円

(2)年金資産 60,696百万円

(3)未積立退職給付債務   (1)＋(2) △27,693百万円

(4)未認識数理計算上の差異 12,926百万円

(5)未認識過去勤務債務（債務の減額） △3,721百万円

(6)退職給付引当金     (3)＋(4)＋(5) △18,488百万円

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  
(1)勤務費用（注）１、２ 3,388百万円

(2)利息費用 1,797百万円

(3)期待運用収益 △1,322百万円

(4)数理計算上の差異の費用処理額 1,769百万円

(5)過去勤務債務の費用処理額 △349百万円

(6)退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5) 5,283百万円

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  
(1)割引率 1.5％～5.76％

(2)期待運用収益率 1.5％～7.5％

(3)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(4)数理計算上の差異の処理年数 10～18年

(5)過去勤務債務の額の処理年数 10～18年



（税効果会計関係） 

  

  

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  

繰延税金資産  

退職給付引当金 5,748百万円

棚卸資産及び固定資産に係る
未実現損益 

5,043百万円

減価償却費 3,063百万円

棚卸資産 2,092百万円

未払事業税 2,108百万円

その他 7,438百万円

繰延税金資産小計 25,495百万円

評価性引当額 △15百万円

繰延税金資産合計 25,480百万円

繰延税金負債  

在外子会社の留保利益 △11,740百万円

その他 △3,661百万円

繰延税金負債合計 △15,402百万円

繰延税金資産（負債）の純額 10,078百万円

繰延税金資産  

退職給付引当金 6,252百万円

棚卸資産及び固定資産に係る
未実現損益 

5,867百万円

未払費用 3,180百万円

減価償却費 3,142百万円

未払事業税 2,587百万円

その他 7,036百万円

繰延税金資産小計 28,064百万円

評価性引当額 △12百万円

繰延税金資産合計 28,052百万円

繰延税金負債  

在外子会社の留保利益 △15,231百万円

その他 △3,130百万円

繰延税金負債合計 △18,361百万円

繰延税金資産（負債）の純額 9,690百万円

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。 

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。 
  

流動資産―繰延税金資産 16,935百万円

固定資産―その他 333百万円

流動負債―その他 27百万円

固定負債―その他 7,162百万円

流動資産―繰延税金資産 18,294百万円

固定資産―その他 184百万円

流動負債―その他 78百万円

固定負債―その他 8,709百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 連結財務諸表規則第15条の５第３項の規定により、

注記を省略しております。 

 連結財務諸表規則第15条の５第３項の規定により、

注記を省略しております。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当社グループの商品はＣＮＣシステムとその応用商品であり、いずれもＣＮＣシステム技術をベースにしており、その用

途も自動化による生産システムに使用されるものであります。当社グループは、これらの商品およびそれらを組み合わせ

たシステムを提供する単一業種の事業活動を営んでおります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法…………地理的近接度による。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

アメリカ ：米国、カナダ 

ヨーロッパ：ルクセンブルグ、ドイツ 

アジア  ：韓国、台湾、インド 

２ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当連結会計年度では350,793百万円であり、主として、全社共

通の目的で保有している現金及び預金等で構成されております。 

  

 

  
日本

（百万円） 
アメリカ 
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売
上高 

191,476 66,554 56,335 66,709 381,074 ― 381,074

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

98,195 2,575 881 294 101,946 △101,946 ―

計 289,671 69,129 57,216 67,003 483,021 △101,946 381,074

営業費用 173,333 63,384 50,740 52,327 339,786 △99,300 240,485

営業利益 116,337 5,744 6,476 14,676 143,235 △2,645 140,589

Ⅱ 資産 380,493 66,518 59,480 64,611 571,103 332,306 903,409



当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法…………地理的近接度による。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

アメリカ ：米国、カナダ 

ヨーロッパ：ルクセンブルグ、ドイツ 

アジア  ：韓国、台湾、インド 

２ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当連結会計年度では343,852百万円であり、主として、全社共

通の目的で保有している現金及び預金等で構成されております。 

  

 

  
日本

（百万円） 
アメリカ 
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売
上高 

212,039 63,656 64,395 79,469 419,560 ― 419,560

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

107,985 2,798 750 334 111,866 △111,866 ―

計 320,024 66,454 65,145 79,803 531,426 △111,866 419,560

営業費用 190,742 59,548 55,704 60,740 366,734 △110,104 256,630

営業利益 129,282 6,906 9,441 19,062 164,691 △1,761 162,930

Ⅱ 資産 401,953 68,750 71,756 85,858 628,317 323,347 951,664



【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注） 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

１ 国又は地域の区分の方法…………地理的近接度による。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

アメリカ  ：米国、カナダ 

ヨーロッパ ：ルクセンブルグ、ドイツ、フランス、イギリス、イタリア 

アジア   ：韓国、台湾、中国、マレーシア、インド、シンガポール 

その他の地域：オーストラリア 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注） 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

１ 国又は地域の区分の方法…………地理的近接度による。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

アメリカ  ：米国、カナダ 

ヨーロッパ ：ルクセンブルグ、ドイツ、フランス、イギリス、イタリア 

アジア   ：韓国、台湾、中国、マレーシア、インド、シンガポール 

その他の地域：オーストラリア 

  

  

  アメリカ ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 79,705 56,591 103,489 2,025 241,812

Ⅱ 連結売上高（百万円）     381,074

Ⅲ 連結売上高に占める海
外売上高の割合（％） 

20.9 14.9 27.2 0.5 63.5

  アメリカ ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 76,634 65,432 127,026 2,636 271,728

Ⅱ 連結売上高（百万円）     419,560

Ⅲ 連結売上高に占める海
外売上高の割合（％） 

18.3 15.6 30.3 0.6 64.8



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

 



（１株当たり情報） 

  

(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 3,614円17銭

１株当たり当期純利益金額 420円01銭

１株当たり純資産額 3,816円91銭

１株当たり当期純利益金額 499円83銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益（百万円） 90,437 106,756 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 472 ― 

（うち利益処分による役員賞与金） (472) ― 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 89,965 106,756 

普通株式の期中平均株式数（千株） 214,198 213,586 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

現金及び預金     365,680 357,704 

受取手形 ※4,6   29,209 29,753 

売掛金 ※４   29,883 34,330 

製品     11,203 8,645 

材料     4,841 5,300 

仕掛品     18,096 24,421 

貯蔵品     110 110 

前渡金     25 40 

繰延税金資産     8,603 9,543 

その他     1,123 1,153 

貸倒引当金     △2,147 △1,487 

流動資産合計     466,631 62.4 469,512 62.4

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産      

建物   126,096 131,598  

減価償却累計額   74,899 51,197 78,070 53,528 

構築物   10,658 10,916  

減価償却累計額   7,794 2,864 8,042 2,873 

機械及び装置   47,369 50,139  

減価償却累計額   32,379 14,990 33,178 16,961 

車両及び運搬具   495 540  

減価償却累計額   397 98 429 111 

工具器具及び備品   24,122 24,289  

減価償却累計額   18,556 5,565 18,507 5,782 

土地     96,020 96,662 

建設仮勘定     4,656 2,551 

有形固定資産合計     175,392 23.5 178,468 23.7

       



 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

２ 無形固定資産      

特許実施権     1 0 

ソフトウェア     814 827 

その他     18 17 

無形固定資産合計     833 0.1 844 0.1

３ 投資その他の資産      

投資有価証券     14,316 12,206 

関係会社株式     83,672 83,624 

関係会社出資金     97 ― 

関係会社長期貸付金     720 600 

破産更生債権     18 18 

長期前払費用     3 4 

繰延税金資産     5,105 6,963 

その他     662 447 

貸倒引当金     △18 △18 

投資その他の資産合計     104,578 14.0 103,844 13.8

固定資産合計     280,804 37.6 283,156 37.6

資産合計     747,435 100.0 752,668 100.0

       

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

買掛金     12,735 18,841 

未払金     6,141 6,511 

未払費用     3,966 5,949 

未払法人税等     24,469 32,183 

前受金     397 406 

預り金     423 434 

アフターサービス引当
金 

    1,579 2,444 

その他     24 19 

流動負債合計     49,738 6.7 66,787 8.9



  

 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債      

退職給付引当金     13,693 15,487 

役員退職慰労引当金     1,529 2,539 

固定負債合計     15,223 2.0 18,026 2.4

負債合計     64,962 8.7 84,813 11.3

       

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※１   69,014 9.2 － －

Ⅱ 資本剰余金      

１ 資本準備金   96,057 －  

２ その他資本剰余金      

自己株式処分差益   10 －  

資本剰余金合計     96,067 12.9 － －

Ⅲ 利益剰余金      

１ 利益準備金   8,251 －  

２ 任意積立金      

研究開発積立金   294,800 －  

特別償却準備金   61 －  

圧縮記帳積立金   81 －  

別途積立金   286,580 －  

３ 当期未処分利益   77,135 －  

利益剰余金合計     666,909 89.2 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    4,791 0.6 － －

Ⅴ 自己株式 ※２   △154,309 △20.6 － －

資本合計     682,473 91.3 － －

負債・資本合計     747,435 100.0 － －

       



  

  

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金     － － 69,014 9.2

２ 資本剰余金      

(1)資本準備金   － 96,057  

(2）その他資本剰余金   － 23  

資本剰余金合計     － － 96,081 12.8

３ 利益剰余金      

(1）利益準備金   － 8,252  

(2)その他利益剰余金      

研究開発積立金   － 311,800  

特別償却準備金   － 24  

圧縮記帳積立金   － 74  

別途積立金   － 303,580  

繰越利益剰余金   － 95,291  

利益剰余金合計     － － 719,020 95.5

４ 自己株式     － － △219,786 △29.2

株主資本合計     － － 664,329 88.3

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券評価差
額金 

    － － 3,525 0.4

評価・換算差額等合計     － － 3,525 0.4

純資産合計     － － 667,854 88.7

負債純資産合計     － － 752,668 100.0

       



②【損益計算書】 

  

 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 ※１   279,622 100.0 311,238 100.0

Ⅱ 売上原価      

１ 製品期首棚卸高   9,808 11,203  

２ 当期製品製造原価 ※４ 150,970 157,954  

合計   160,779 169,157  

３ 製品期末棚卸高   11,203 8,645  

４ 他勘定振替高 ※２ 784 148,791 53.2 508 160,004 51.4

売上総利益     130,831 46.8 151,234 48.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※3,4   22,931 8.2 28,580 9.2

営業利益     107,899 38.6 122,654 39.4

Ⅳ 営業外収益      

受取利息   821 1,818  

受取配当金 ※１ 5,519 5,819  

為替差益   1,756 1,918  

受取賃貸料   730 －  

雑収益   803 9,631 3.4 2,330 11,885 3.8

Ⅴ 営業外費用      

売上割引   452 540  

固定資産売廃却損   661 518  

雑損失   254 1,368 0.5 418 1,476 0.4

経常利益     116,162 41.5 133,063 42.8

税引前当期純利益     116,162 41.5 133,063 42.8

法人税、住民税及び事
業税 

  43,420 52,991  

法人税等調整額   △45 43,375 15.5 △1,953 51,038 16.4

当期純利益     72,787 26.0 82,025 26.4

前期繰越利益     10,988 － 

中間配当額     6,640 － 

当期未処分利益     77,135 － 

       



製造原価明細書 

 （注） 

  

  

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

１ 材料費     102,899 68.6 114,287 69.4

２ 外注加工費     11,927 8.0 12,142 7.4

３ 労務費     18,785 12.5 20,282 12.3

４ 経費 ※１   16,262 10.9 17,869 10.9

当期総製造費用     149,874 100.0 164,580 100.0

期首仕掛品棚卸高     19,275 18,096 

計     169,150 182,676 

期末仕掛品棚卸高     18,096 24,421 

他勘定振替高 ※２   83 301 

当期製品製造原価     150,970 157,954 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 当期経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※１ 当期経費の主な内訳は次のとおりであります。 
  

減価償却費 6,282百万円 減価償却費 6,795百万円

※２ 他勘定振替高は、主に販売費への振替高でありま

す。 

※２ 他勘定振替高は、主に販売費への振替高でありま

す。 

原価計算の方法 原価計算の方法 

当社の原価計算方式は、注文製品については個別原価

計算を、標準品の製品および部品については総合原価

計算を採用しております。 

社内振替予定価格および部門別計算で予定配賦を行っ

た結果生ずる差額については、期末に売上原価と棚卸

資産に配賦し、調整を行っております。 

同左 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

  

 

   
前事業年度

（株主総会承認日 
平成18年６月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）

Ⅰ 当期未処分利益   77,135

Ⅱ 任意積立金取崩額  

１ 特別償却準備金取崩額   19

２ 圧縮記帳積立金取崩額   3 23

合計   77,158

Ⅲ 利益処分額  

１ 配当金   13,919

２ 役員賞与金   472

（取締役賞与金）   (415)

（監査役賞与金）   (57)

３ 任意積立金  

研究開発積立金   17,000

別途積立金   17,000 48,391

Ⅳ 次期繰越利益   28,766

   



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

  

  

  次へ 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

資本準
備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 

研究開
発積立
金 

特別償
却準備
金 

圧縮記
帳積立
金 

別途積
立金 

繰越利
益剰余
金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

69,014 96,057 10 96,067 8,251 294,800 61 81 286,580 77,135 666,909

事業年度中の変動額          

研究開発積立金の積立       17,000  △17,000 -

特別償却準備金の取崩       △37   37 -

圧縮記帳積立金の取崩       △7   7 -

別途積立金の積立       17,000 △17,000 -

剰余金の配当        △29,442 △29,442

役員賞与         △473 △473

当期純利益         82,025 82,025

自己株式の取得          

自己株式の処分     13 13    

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

         

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

- - 13 13 - 17,000 △37 △7 17,000 18,154 52,110

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

69,014 96,057 23 96,081 8,252 311,800 24 74 303,580 95,291 719,020

  

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計 

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

△154,309 677,681 4,791 4,791 682,473

事業年度中の変動額    

研究開発積立金の積立   - -

特別償却準備金の取崩   - -

圧縮記帳積立金の取崩   - -

別途積立金の積立   - -

剰余金の配当   △29,442 △29,442

役員賞与   △473 △473

当期純利益   82,025 82,025

自己株式の取得 △65,496 △65,496 △65,496

自己株式の処分 20 33 33

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

    △1,266 △1,266 △1,266

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△65,476 △13,353 △1,266 △1,266 △14,619

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

△219,786 664,329 3,525 3,525 667,854



重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準

及び評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 (1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 同左 

  (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

  （時価のあるもの） （時価のあるもの） 

   期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算出し

ています。） 

 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算出

しています。） 

  （時価のないもの） （時価のないもの） 

   移動平均法による原価法 同左 

２ 棚卸資産の評価基準

及び評価方法 

製品  個別法及び総平均法による原価法 同左 

仕掛品 個別法及び総平均法による原価法   

  材料  終仕入原価法   

  貯蔵品 先入先出法による原価法   

３ 固定資産の減価償却

の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法によっております。但し、平成

10年４月１日以降に取得した建物（付属

設備を除く）については定額法を採用し

ております。 

同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法を採用しております。なお、自

社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

同左 

４ 外貨建の資産及び負

債の本邦通貨への換算

基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

同左 

５ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

る為、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

同左 

  (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備える為、当会計

年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により翌会計年

度から費用処理することとしておりま

す。 

同左 



  

財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）役員退職慰労引当金 (3）役員退職慰労引当金 

   役員の退職に際し退職慰労金の支出に

備えて、役員退職慰労金支給内規による

当会計年度末要支給額を計上しておりま

す。 

同左 

  (4）アフターサービス引当金 (4）アフターサービス引当金 

   当社商品のアフターサービス費用の発

生額を売上高と期間対応させるために、

過去の実績値を勘案し計上しておりま

す。また、特定の案件については個別に

必要見込額を検討して計上しておりま

す。 

同左 

６ リース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 

７ その他財務諸表作成

のための基本となる重

要な事項 

(1）消費税等の会計処理の方法 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理の方法 

同左 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産減損に係る会計基準） ──────────── 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

  

  

──────────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

   当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は667,854

百万円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正に伴ない、当事業年度に

おける財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

  



（表示方法の変更） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（損益計算書）   

 前事業年度において区分掲記しておりました「不動産

取得税」（当事業年度０百万円）は営業外費用の総額の

100分の10以下となったため、営業外費用の「雑損失」

に含めて表示することにしました。 

前事業年度において区分掲記しておりました「受取賃

貸料」（当事業年度790百万円）は、金額の重要性が低

いため、営業外収益の「雑収益」に含めて表示しており

ます。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数は次のとおりであ

ります。 

※１    ───────────── 

  
区分 株式の種類 株数（株）

授権株式数 普通株式 400,000,000

発行済株式総数 普通株式 239,508,317

  

※２ 当社が保有する自己株式の数は普通株式

25,366,089株であります。 

※２    ───────────── 

  

 ３ 保証債務は従業員住宅ローンに対する債務保証で

624百万円であります。 

 ３ 保証債務は従業員住宅ローンに対する債務保証で

502百万円であります。 

※４ 関係会社に対する主な資産・負債 ※４ 関係会社に対する主な資産・負債 
  

受取手形及び売掛金 12,311百万円 受取手形及び売掛金 12,914百万円

 ５ 配当制限  ５    ───────────── 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は4,791百

万円であります。 

  

───────────── ※６ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当期末日

は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれております。 

受取手形          2,382百万円 

  

    



（損益計算書関係） 

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 
  

売上高 129,374百万円

受取配当金 5,403百万円

売上高 151,078百万円

受取配当金 5,635百万円

※２ 他勘定振替高は、固定資産、販売費、一般管理費

への振替高であります。 

※２          同左 

※３ 販売費及び一般管理費中の販売費と一般管理費の

おおよその割合は販売費が63％、一般管理費が37％

であります。なお、主要な費目および金額は次のと

おりであります。 

※３ 販売費及び一般管理費中の販売費と一般管理費の

おおよその割合は販売費が59％、一般管理費が41％

であります。なお、主要な費目および金額は次のと

おりであります。 
  

荷造費及び運賃 4,696百万円

広告宣伝費 522百万円

アフターサービス引当金繰入額 598百万円

従業員給料及び手当 3,280百万円

従業員賞与 2,591百万円

退職給付費用 1,124百万円

役員退職慰労引当金繰入額 257百万円

租税公課 1,155百万円

減価償却費 1,701百万円

研究開発費 504百万円

荷造費及び運賃 5,385百万円

アフターサービス引当金繰入額 1,830百万円

役員報酬 1,922百万円

従業員給料及び手当 3,772百万円

従業員賞与 3,097百万円

退職給付費用 1,203百万円

役員退職慰労引当金繰入額 1,385百万円

減価償却費 1,772百万円

   

   

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

14,730百万円 15,536百万円 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

会社法第165条第2項の規定による定款の定めに基づく取得 6,148,000株 

単元未満株式の買取請求による取得 89,008株 

  

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買増請求による売渡  3,222株 

  

  

  次へ 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 25,366,089 6,237,008 3,222 31,599,875 

合計 25,366,089 6,237,008 3,222 31,599,875 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

車両及び運搬
具 

55 35 19

工具器具及び
備品 

983 809 173

合計 1,039 845 193

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円） 

車両及び運搬
具 

40 23 17 

工具器具及び
備品 

336 212 124 

合計 376 235 141 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。 

（注）         同左 

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 116百万円

１年超 76百万円

合計 193百万円

１年内 65百万円

１年超 76百万円

合計 141百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み法」により算定して

おります。 

（注）         同左 

３ 支払リース料（減価償却費相当額） ３ 支払リース料（減価償却費相当額） 

259百万円 133百万円 

４ 減価償却費相当額の算定方法 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

  

同左 

  



（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありま

せん。 

  

 当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありま

せん。 

  

（税効果会計関係） 

  

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  
繰延税金資産  

退職給付引当金 5,477百万円

減価償却費 3,046百万円

未払事業税 2,006百万円

未払費用 1,586百万円

その他 4,865百万円

繰延税金資産合計 16,982百万円

繰延税金負債  

圧縮記帳積立金 △51百万円

特別償却準備金 △27百万円

その他有価証券評価差額金 △3,194百万円

繰延税金負債合計 △3,273百万円

繰延税金資産（負債）の純額 13,708百万円

繰延税金資産  

退職給付引当金 6,195百万円

減価償却費 3,126百万円

未払事業税 2,460百万円

未払費用 2,115百万円

その他 5,025百万円

繰延税金資産合計 18,921百万円

繰延税金負債  

圧縮記帳積立金 △49百万円

特別償却準備金 △16百万円

その他有価証券評価差額金 △2,350百万円

繰延税金負債合計 △2,415百万円

繰延税金資産（負債）の純額 16,506百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  
  
法定実効税率 40.0％

（調整）  

税額控除 △2.5％

その他 △0.2％

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率 

37.3％

財務諸表等規則第８条の12第３項の規定により、注記

を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 3,184円80銭

１株当たり当期純利益金額 337円61銭

１株当たり純資産額 3,212円25銭

１株当たり当期純利益金額 384円04銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益（百万円） 72,787 82,025 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 472 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (472) － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 72,314 82,025 

普通株式の期中平均株式数（千株） 214,198 213,586 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証券 その他有価証券 

富士電機ホールディングス㈱ 13,421,000 7,341

㈱みずほホールディングス 2,100 1,835

㈱滝澤鉄工所 3,000,000 936

㈱森精機製作所 225,000 632

㈱山善 480,000 415

㈱牧野フライス製作所 216,249 326

㈱ツガミ 327,000 221

㈱岡本工作機械製作所 340,000 194

㈱シーイーシー 60,000 82

浜井産業㈱ 250,000 82

その他（８銘柄） 187,635 142

計 18,508,984 12,206



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」および「当期減少額」の記

載を省略しております。 

２ 建物の当期増加額の主なものは、次のとおりであります。 

   プレスダイカスト工場         3,116百万円 

３ 建設仮勘定の当期増加額の主なものは、次のとおりであります。 

   プレスダイカスト工場         3,468百万円 

   非切削製造部製造設備         1,588百万円 

   切削加工部製造設備          1,526百万円 

  

【引当金明細表】 

 （注）１ 貸倒引当金の当期減少額のうち、目的外取崩額は930百万円で、一般債権の貸倒実績率洗替額1百万円、貸倒懸念債権等

特定の債権に係る回収可能性の見直しによる洗替額925百万円、債権の回収によるもの4百万円であります。 

２ アフターサービス引当金の当期減少額のうち、目的外取崩は134百万円で、未使用による取崩額134百万円であります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産    

建物 126,096 5,676 175 131,598 78,070 3,318 53,528

構築物 10,658 262 6 10,916 8,042 252 2,873

機械及び装置 47,369 5,994 3,224 50,139 33,178 3,591 16,961

車両及び運搬具 495 55 11 540 429 40 111

工具器具及び備品 24,122 1,745 1,578 24,289 18,507 1,363 5,782

土地 96,020 645 3 96,662 － － 96,662

建設仮勘定 4,656 12,273 14,378 2,551 － － 2,551

有形固定資産計 309,419 26,650 19,375 316,695 138,226 8,564 178,468

無形固定資産    

特許実施権 － － － 11 11 1 0

ソフトウェア － － － 1,740 913 294 827

その他 － － － 59 42 3 17

無形固定資産計 －  － － 1,810 966 298 844

長期前払費用 19 3 11 12 8 3 4

繰延資産 － － － － － － －

  － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 （注）１ 2,165 270 ― 930 1,505

役員退職慰労引当金 1,529 1,385 375 ― 2,539

アフターサービス引当金 
（注）２ 

1,579 1,969 970 134 2,444



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

② 受取手形 

(イ）主要相手先別内訳 

  

(ロ）期日別内訳 

  

 

区分 金額（百万円）

現金 2 

預金の種類 

普通預金 103,554 

定期預金 197,148 

譲渡性預金 57,000 

小計 357,702 

合計 357,704 

相手先 金額（百万円）

㈱アマダ 2,560 

㈱エムエムケー 1,924 

FOXCONN TECHNOLOGY PTE. LTD. 1,908 

HON HAI PRECISION IND.CO.,LTD 1,622 

㈱ツガミ 1,463 

その他 20,276 

合計 29,753 

期日 金額（百万円）

１か月以内 9,334 

２か月以内 7,423 

３か月以内 6,446 

４か月以内 3,430 

５か月以内 2,129 

５か月超 991 

合計 29,753 



③ 売掛金 

(イ）主要相手先別内訳 

  

(ロ）売掛金の回収状況及び滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記当期売上高には消費税等が含まれております。 

  

④ 製品 

  

⑤ 材料 

  

 

相手先 金額（百万円）

㈱牧野フライス製作所 3,667 

GE Fanuc Automation Americas, Inc. 2,212 

GE Fanuc Automation CNC Europe S.A. 1,879 

BEIJING-FANUC Mechatronics CO., LTD 1,636 

スター精密㈱ 1,619 

その他 23,317 

合計 34,330 

期間 
前期繰越高
（百万円） 

当期売上高
（百万円） 

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収及び滞留状況 

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)

回収率（％） 

(Ｃ) 
× 100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留状況（月） 

(Ａ)＋(Ｄ) 
÷ 

(Ｂ)

２ 12 

29,883 318,528 314,081 34,330 90.1 1.210

品名 金額（百万円）

ＦＡ関係 3,768 

ロボット関係 2,400 

射出成形機関係 911 

ＣＮＣ工作機械関係 1,566 

合計 8,645 

品名 金額（百万円）

ＦＡ関係 4,335 

ロボット関係 94 

射出成形機関係 436 

ＣＮＣ工作機械関係 435 

合計 5,300 



⑥ 仕掛品 

  

⑦ 貯蔵品 

  

⑧ 関係会社株式 

  

⑨ 買掛金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

品名 金額（百万円）

ＦＡ関係 19,650 

ロボット関係 1,907 

射出成形機関係 627 

ＣＮＣ工作機械関係 2,237 

合計 24,421 

品名 金額（百万円）

説明書仕様書類他 110 

合計 110 

相手先 金額（百万円）   

FANUC Robotics America,Inc. 29,919 子会社（連結）

GE Fanuc Automation Corporation 22,534 関連会社（持分法適用） 

FANUC Robotics Europe S.A. 6,556 子会社（連結）

FANUC TAIWAN LIMITED 3,975 子会社（連結）

FANUC KOREA CORPORATION 3,664 子会社（連結）

その他 16,976

合計 83,624 ― 

相手先 金額（百万円）

ナブテスコ㈱ 1,120 

富士電機デバイステクノロジー㈱ 962 

松下電器産業㈱ 477 

ウメトク㈱ 432 

ＴＨＫ㈱ 426 

その他 15,424 

合計 18,841 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

  

（注）単元未満株式は、当社定款の定めにより、会社法第189条第2項各号に掲げる権利、会社法第166条第1項の規定による請求
をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利、および単元未
満株式の売渡し請求（いわゆる買増し請求）をする権利 

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、
100,000株券及び100株未満の株式についてその株数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区 丸の内一丁目４番２号（東銀ビル３階）
東京証券代行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都千代田区 丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社 

取次所 東京証券代行株式会社 各取次所

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 株券１枚に付100円

単元未満株式の買取及び買増  

取扱場所 
東京都千代田区 丸の内一丁目４番２号（東銀ビル３階）
東京証券代行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都千代田区 丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社 

取次所 東京証券代行株式会社 各取次所

買取及び買増手数料 
別途定める算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取ったまたは
買増した単元未満株式の数で按分した額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当会社に親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度 第37期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日関東財務局長に提出 

(2)半期報告書 

 事業年度 第38期中（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月28日関東財務局長に提出 

(3）臨時報告書 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主に異動が生じた場合）に基づく臨時報告書を平成18年５

月23日に関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役に異動が生じた場合）に基づく臨時報告書を平成18年

５月26日に関東財務局長に提出 

(4)自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年３月31日）平成19年４月２日関東財務局長に提出 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書   

  平成18年６月28日

ファナック株式会社   

取締役会 御中 

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  柿  塚  正  勝  ㊞

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  百  井  俊  次  ㊞

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  米  村  仁  志  ㊞

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているフ

ァナック株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ファナック株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書   

  平成19年６月28日

ファナック株式会社   

取締役会 御中 

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  神  谷  和  彦  ㊞

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  百  井  俊  次  ㊞

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  米  村  仁  志  ㊞

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているフ

ァナック株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ファナック株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書   

  平成18年６月28日

ファナック株式会社   

取締役会 御中 

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  柿  塚  正  勝  ㊞

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  百  井  俊  次  ㊞

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  米  村  仁  志  ㊞

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているフ

ァナック株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第37期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ファ

ナック株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書   

  平成19年６月28日

ファナック株式会社   

取締役会 御中 

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  神  谷  和  彦  ㊞

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  百  井  俊  次  ㊞

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  米  村  仁  志  ㊞

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているフ

ァナック株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第38期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ファ

ナック株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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